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研究要旨

研究目的：

認知症予防には早期発見・早期介入が不可欠であるが、全国的に標準化された実施フロ

ーは確立されていない。昨年度の実証・調査からは、地域特性に応じた事業体制構築の重

要性、スクリーニング後の受診率向上に向けた仕組みづくり、継続的な啓発の必要性とい

った課題が明らかとなった。本年度は、これらの課題を踏まえ、全国展開を見据えて、自

治体特性に応じた認知症の早期発見から早期介入までの実施フローを検証するとともに、

本人・家族の視点を重視した日本独自の認知症早期発見・早期介入モデル（J-DEPP モデ

ル）を構築することを目的とする。

研究方法：

本研究は以下の 3 つの Step により実施した。

Step1：昨年度の知見を踏まえ、リクルート方法、スクリーニング、受診推奨のフロー

を改善し、北海道、秋田県、東京都、茨城県、愛知県、鳥取県、兵庫県、鹿児島県の自治

体を対象に、自治体、医療機関、民間企業と連携してスクリーニング検査を実施し、その

有効性を検証した。sf-FAT によるスクリーニング検査を実施した北海道、秋田県、茨城

県、愛知県では、受診推奨基準を「単一領域の認知機能低下」から「複数領域での認知機

能低下」に見直し、受診推奨画面についても情報量、文字サイズ、表示内容を改善するな

ど、受診率向上に向けた工夫を行った。検査後には追跡調査を実施し、医療機関への受診

状況、MCI または認知症の診断状況、受診推奨の認識状況を確認することで、その効果を

検証した。加えて、受診率向上を目的とした啓発資材の作成と評価を行った。

Step2：血液バイオマーカー、唾液検査、ウェアラブルデバイスを用いた新たな評価手

法の有用性を検証した。

Step3：全国自治体を対象とした手引きに関するアンケート調査、昨年度 J-DEPP 外来を

受診した患者と家族 5 組を対象とした半構造化面接を実施した。これらの成果を基に、J-

DEPP モデルを構築し、自治体および本人・家族の視点を反映した手引きの改訂を行っ

た。

結果と考察：

Step1

スクリーニング検査の受検率に関しては、リクルート方法が大きく影響することが示さ

れた。ダイレクトメールや対面での声かけなど、個別性の高い手法では受検率が高かった

一方、ポスターや Web 広告では受検率が低く、対象者がスクリーニング検査を自身の問題

として認識しにくいことが示唆された。

また、受診率に関しては、令和 6 年度と比較して、7.3%（79/1,083 名）から 13.5%

（23/170 名）へ、MCI／認知症の陽性反応的中度は 1.6%（17/1,083 名）から 4.7%（8/170

名）へ改善した。この改善には、受診推奨基準の見直し、受診推奨画面の視認性改善に加



2

え、一部フィールドで行われた医師相談ブースの設置などの専門職による対面での個別介

入が寄与した可能性がある。

一方で、スクリーニング検査後の画面表示による受診推奨を認識した者は 22.9%

(36/157 名)にとどまった。ただし、受診推奨を認識できた者における受診率は 33.3%

（12/36 名）であり、認識の有無が受診行動に影響することが明らかとなった。

啓発資材の作成では、早期受診の重要性および受診方法に関する 100 秒程度の動画を作

成し、受診に関する意識への影響を検討した。その結果、受診推奨後に未受診であった対

象者713名のうち、動画視聴後に39.8％で「受診したい」という受診意向の変化が認めら

れた。また、講演会参加者を対象としたニーズ調査を行い、これらを反映した 5 分程度の

解説動画を作成した。さらに、動画内で補足が難しい治療情報等についてホームページの

内容を拡充するとともに、アクセスが困難な対象者に配慮し、リーフレットを作成した。

Step2

血液バイオマーカー、唾液検査、ウェアラブルデバイスを用いた新たな評価手法の有用

性を検証した。血液バイオマーカーでは、MCI 者 407 名を対象とした解析において、

Aβ42/40 陽性が 68.1％、p-tau217 陽性が 60.7％、GFAP 陽性が 29.5％であり、AD 病理、

神経炎症、神経変性など複数の病態側面を反映し、認知機能低下リスクの層別化や診断後

支援の補完に有用である可能性が示された。唾液検査では、507 名が参加し、唾液細菌叢

により認知機能低下群の層別化に活用できる可能性が示された。ウェアラブルデバイスで

は、1,388 名を対象とした解析において、認知機能低下に伴う日中歩数の減少や昼寝時間

の増加、睡眠効率の低下、総睡眠時間の延長などを把握できる可能性が示された。今後

は、交絡因子を考慮した解析や症例数の蓄積により、実装に向けた精度検証を進める必要

がある。

Step3

全国853自治体からアンケートの回答が得られ、約79％の自治体より手引きは認知症の

早期発見・早期介入に関する取組の計画・準備段階で有用と評価された。一方で、小規模

自治体の事例、費用対効果、医療連携など実務的情報の充実が求められた。

また、本人・家族の 5 組を対象とした半構造化面接からは、受診行動には家族の関与や

治療への期待が影響する一方で、受診先が分からないことが障壁となることも示唆され、

これらを「当事者の声」として手引きに反映した。

加えて、昨年度および今年度の成果から、全国の自治体が認知症早期発見・早期介入に

関する取組をスムーズに実施できるよう、標準的なモデル（J-DEPP モデル）を構築し、

実施のチェックリストと合わせて手引きに含めた。

結論：

本研究により、スクリーニング検査の受検率向上には、個別性の高いリクルート手法が

有効であることが示された。また、受診率の向上には、受診推奨基準の見直し、受診推奨

画面の視認性改善、専門職による対面での個別介入に加え、受診推奨を対象者が確実に認

識できる仕組みが重要であることが明らかとなった。さらに、血液バイオマーカー、唾液

検査、ウェアラブルデバイスは、認知症リスクの層別化や日常生活下でのリスク把握を補

完する評価手法として活用できる可能性が示された。

本事業で構築した J-DEPP モデルは、自治体における認知症の早期発見・早期介入の実

施フローを具体化したものであり、今後の地域における事業展開において広く参考にされ

ることが期待される。
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Ａ．研究目的（全体）

地域における認知症の発症/進行予防のた

めには認知症リスクの早期発見と効果的な

介入・支援が不可欠である。認知症施策推

進基本計画では、自治体の役割として①科

学的知見に基づく知識の普及・地域活動の

推進・情報収集、②連携協力体制の整備が

示されており、自治体主体による認知症早

期発見・早期介入の重要性が一層高まって

いる。しかし、これまで全国的に標準化さ

れた実施フローは整備されておらず、各自

治体が独自に事業を実施しているのが現状

である。

このような背景のもと、「共生に向けた

認知症早期発見・早期介入実証プロジェク

ト研究（J-DEPP）」を開始した。昨年度の

実証・調査からは、地域特性に応じた事業

体制構築の重要性、スクリーニング後の受

診率向上に向けた仕組みづくり、継続的な

啓発の必要性といった課題が明らかとなっ

た。また、人を介した受診推奨が有効であ

ることが示唆された一方で、人的リソース

に制約のある自治体においては、その運用

が困難であるという課題も明らかとなった。

本年度は、これらの課題を踏まえ、全国

展開を見据えて、自治体特性に応じた認知

症の早期発見から早期介入までの実施フロ

ーを検証し、本人・家族の視点を重視した

日本独自の認知症早期発見・早期介入モデ

ル（J-DEPP モデル）を構築することを目的

とした。
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Ｂ．研究方法（全体）

本研究では、以下の 3 つの STEP に基づい

て、認知症の早期発見から早期介入のフロ

ーの検証をおこない、その成果から J-DEPP

モデルの提案を行った。

STEP1: 昨年度実施のフローの修正と効果検

証

1―1：スクリーニングから受診推奨まで

のフロー修正と効果検証

1－2：受診率向上のための啓発資材の作

成

STEP2: スクリーニング・診断後支援におけ

る血液検体、唾液検体、ウェアラブルデバ

イスの有用性の検証

2―1：血液検体の有用性の検証

2－2：唾液検体の有用性の検証

2－3：ウェアラブルデバイスの有用性の

検証

STEP3: 自治体向けの手引きの改訂

（倫理面への配慮）

本研究の遂行に際して各施設の倫理委員

会にその内容の妥当性や倫理性について諮

り、承認を得ている。課題番号と承認日は

以下の通りである。

北海道フィールド

 地域における認知症リスクの早期発見

フローの検証（承認番号：6-1-20、承

認日：令和 7 年 10 月 27 日）

秋田フィールド

 地域における認知症リスクの早期発見

フローの実証研究（課題番号：No. 

3158、承認日：令和 6 年 5 月 27 日）

宮城フィールド

 日本における認知機能検査の標準化の

ための実証研究（承認番号：2024-4-

9010、承認日：令和 6 年 8 月 23 日）

筑波フィールド

 地域における認知症の早期発見・早期

介入実証プロジェクト研究（J-DEPP 研

究）（承認番号：R07-174、承認日：令

和 7 年 11 月 12 日

東京・神奈川フィールド

 地域における認知機能低下者の早期発

見フローの検討（No. R24-019、承認

日：令和 8 年 1 月 16 日）

愛知フィールド

 地域における認知症リスクの早期識別

プロセスの有効性評価（No. 1915、承

認日：令和 7 年 6 月 5 日）

 血液バイオマーカーを用いた認知症検

診モデルの構築（No. 1810、最終改定

日：令和 7 年 6 月 19 日）

 地域在住高齢者の行動・心理症状と指

輪型ウェアラブルデバイスで取得した

健康指標データとの関連性検証（No. 

1984、承認日：令和 7 年 11 月 10 日）

 認知機能低下高齢者の行動・心理症状

と指輪型ウェアラブルデバイスで取得

した健康指標データとの関連性検証

（No. 2004、承認日：令和 8 年 1 月 26

日）

 地域在住高齢者における行動・心理症

状評価への指輪型ウェアラブルデバイ

スの有用性－地域間統合解析および地

域特性との関連－（No. 2030、承認

日：令和 8 年 3 月 26 日）

大阪フィールド

 地域在住高齢者の身体・認知機能に関

する健康調査（課題番号：No. M2024-

029、承認日：令和 6年 9月 11日、最終

改定日：令和 8 年 4 月 10 日）

兵庫フィールド

 地域における認知症リスクの早期発見

フローの検証（課題番号：No. 2403-1、

承認日：令和 7 年 6 月 16 日）

鳥取・島根フィールド

 共生に向けた認知症早期発見スクリー

ニング体制の構築北栄町版（課題番

号：25A104、承認日：令和 7 年 10 月 29

日）

大分フィールド

 アルツハイマー病発症リスクを有する

臼杵市高齢住民(臼杵コホート)の長期

予後とコホート情報活用による診療・

診療後支援に関する研究(承認番号：

3285、承認日：令和 7 年 11 月 6 日)

鹿児島フィールド

 垂水市在住一般住民における前向きコ
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ホート研究（No. 170351 疫-改 15、承認

日：令和 7 年 4 月 25 日）

 高齢者における早期からの認知機能の

実態調査および認知症リスクの早期発

見フローの検証（No. 240089 疫-改 1、

承認日：令和 7 年 8 月 1日）

追跡調査

 共生に向けた認知症早期発見・早期介

入実証プロジェクト研究 （J-DEPP）追

跡郵送調査（No. 1838-2、承認日：令

和 7 年 8月 4 日）
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Ｃ．各研究の報告

STEP1: 昨年度実施のフローの修正と効果検

証

1―1：スクリーニングから受診推奨までの

フロー修正と効果検証

目的：

スクリーニング後、実際に医療機関への

受診、診断、診断後支援につながったかど

うか、有効性を検証することを目的とした。

なお、昨年度の知見を踏まえて、スクリー

ニングから受診推奨の方法について各フィ

ールドにて工夫を行った。

方法：

北海道、秋田県、東京都、茨城県、愛知

県、鳥取県、兵庫県、鹿児島県の自治体を

対象に、自治体、医療機関、民間企業と連

携して、修正したリクルートおよび受診推

奨の有効性を検証した。

昨年度の知見を踏まえて、本年度は、調

剤薬局や介護予防教室、フレイル健診など

身近な場でのスクリーニング機会の創出、

情報発信・啓発の強化、個別対応による受

診推奨支援などを取り入れた。加えて、検

査の精度および受検者の操作性向上を目的

として、運用面、技術面から改善を行った。

また、北海道では、北海道薬剤師会と連

携し、調剤待ち時間などを活用し、薬剤師

または店舗スタッフが来局者に対してチラ

シ配布や声かけを行い、sf-FAT の受検を推

奨した。受検は主にスマートフォン等を用

いた自己実施型とし、来局者が自宅または

薬局内で実施できる仕組みとした。複数回

来局する利用者に対しては継続的に声かけ

を行い、受検の促進を図った。さらに、受

検後に結果に関する相談があった場合には、

薬剤師が結果説明を行い、必要に応じてか

かりつけ医への受診を推奨する体制とした。

各フィールドにおいて受検率および受診

率向上を目的として実施した工夫を表1に示

す。

表 1.令和 7 年度におけるスクリーニングか

ら受診推奨で行った工夫

R7 年度の実施工夫

身近な場でのスクリーニング機会の創出

 調剤薬局で実施（北海道・愛知フィ

ールド）

 地域のイベントや集団検診、通いの

場などにおいて対面で検査案内を実

施（北海道フィールド）

 介護予防事業と併せて実施（秋田フ

ィールド）

 フレイル健診として、身体機能、身

体組成測定と並行して実施（鹿児島

フィールド）

情報発信・広報活動・啓発活動の強化

 昨年度の実績、検査の重要性を追加

した新たなチラシ・ポスターの作成

（愛知・鳥取フィールド）

 WEB 広告の配信、医療機関、歯科医

師会、薬剤師会へのポスター掲示

（愛知フィールド）

 住民説明会の開催や市民公開講座、

広報誌などでの啓発と告知（秋田フ

ィールド）

 講演会において、早期受診の意義や

メリット、発症後の生き方を伝える

啓発活動（東京フィールド）

 地元テレビで認知症予防の番組を収

録し研究参加を呼び掛けた（鳥取フ

ィールド）

 QR コードから簡単に参加申し込みが

できる仕組み（鳥取フィールド）

検査精度向上のための工夫

 受診推奨基準の変更（北海道・秋

田・愛知・筑波フィールド）

 デバイスの改良（画面サイズの大型

化、タッチペン選択方式の導入）
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（北海道・秋田・愛知・筑波フィー

ルド）

 検査の複数回実施（2 回目も受診推

奨レベルであれば保健師等による受

診推奨を実施)（兵庫フィールド）

 検査実施における操作支援等のサポ

ート体制の充実（秋田・東京フィー

ルド）

個別対応による受診推奨支援

 電話による受診推奨 (連絡が取れな

い場合は手紙等で対応)（東京フィー

ルド）

 会場において受診推奨者に医師・看

護師による対面相談の実施（秋田フ

ィールド）

 受診推奨者全員に対する保健師によ

る生活状況の聞き取り（電話または

面談）（鹿児島フィールド）

スクリーニング実施後、早期介入・早期

支援への接続状況を調べるため、スクリー

ニング参加者全員を対象とした追跡調査を

実施した。

なお、スクリーニング検査で sf-FAT を利

用した北海道、秋田、愛知、筑波の各フィ

ールドに関しては、国立長寿医療研究セン

ターが共通の調査票を用いて、スクリーニ

ング検査実施後、約3か月の時点で郵送によ

る追跡調査を実施した。加えて、昨年度、

北海道、秋田、愛知フィールドでスクリー

ニングを受検し、受診推奨となった高齢者

を対象に、1 年後の追跡調査を実施し、精密

検査受診率、陽性反応的中度について調査

した。

一方、sf-FAT を利用しなかった東京・神

奈川、兵庫、鹿児島の各フィールドでは、

分担研究機関と自治体が独自に追跡調査を

実施した。また、大阪フィールドでは、昨

年度の参加者を対象とした1年後の追跡調査

を実施し、精密検査受診率、陽性反応的中

度について調査した。

(1)スクリーニングと受検率

結果：

令和 8 年 3 月 31 日時点で 35 自治体から

6,364 名の参加が得られた。リクルート方法

は会場型、非会場型、両者の併用型があり、

非会場型ではポスター、広報誌、新聞折込、

ホームページ、ダイレクトメール、WEB 広告

などが用いられた。認知機能スクリーニン

グには、会場型では、NCGG-FAT、sf-FAT、

のう KNOW®、紙ベースの集団検査（PAPLICA）

を実施した。非会場型では sf-FAT を実施し

た。

各フィールドの特徴およびスクリーニン

グ結果を巻末図表1,2に示す。また、巻末図

表3に、各フィールドにおいて受検率向上を

目的として実施した工夫と R6 年度および令

和 7 年度の受検率を示す。

リクルート方法別の受検率を比較すると、

会場型でダイレクトメールを用いたリクル

ート方法で、受検率が 11.6％や 15.1％と高

いことが、明らかになった。一方で、非会

場型で、広報折込は 1.2〜2.5%、ポスター・

チラシ等は約1.7%であり、Web広告では0.2%

（32/13,967 名）と最も低値であった(＜各

フィールドからの報告＞、巻末図表 2,3)。

愛知フィールドにおける、リクルート方

法やスクリーニングの実施方法による受検

率や 1 人あたりの費用を比較した結果を表 2

に示す。リクルート方法では、広報折込、

Web 広告よりも、ダイレクトメールによるリ

クルートで受検率が高く、またスクリーニ

ングの実施方法は、会場型の方が非会場型

と比べて受検率が高かった。費用面では、
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ダイレクトメールでリクルートした場合、

会場型と非会場型でかかる費用は、一人当

たり約 3,400 円と同程度であった。

表 2.受検率と費用の比較（愛知フィール

ド）

刈谷 大府 碧南 阿久比

リクルート

方法

DM DM ＋ Web

広告

広報折

込

広報折

込

スクリーニ

ング方法

会場型 非会場型 非会場

型

非会場

型

検査 NCGG-

FAT

sf-FAT

CQ test®

sf-FAT sf-FAT

受検率 11.6% 9.9% 1.2% 2.5%

受診推奨方

法

郵送 画面表示 画面表

示

画面表

示

費 用 / 人

（円）

3,362 DM:3,451

Web:3,084

719 311

北海道フィールドでは、R6 年度より実施

しているチラシやポスターでリクルートに

加えて、自治体とのさらなる連携や、自治

体広報誌への掲載、自治体による対面イベ

ントでのリクルートを強化した結果、令和 7

年度の受検率は R6年度の 0.4%から 1.7%へと

向上し、工夫による成果が確認された(巻末

図表 3)。

北海道の薬局におけるスクリーニングの

導入では、171 薬局が参加し、薬剤師による

対面での受検推奨を実施した。その結果、約

4 か月間での受検者数は 79 名であった。受

検者のうち受診推奨対象者は19名（24.1%）

と比較的高い割合で認められた。受検率が

伸び悩んだ主な要因としては、参加薬局へ

のアンケート結果より、「調剤業務に伴う

時間的制約により声かけ機会が限られるこ

と」、「認知機能検査の案内が心理的抵抗

や信頼関係への影響を懸念されること」、

「プライバシーや実施環境の制約」などが

挙げられた。

考察：

本研究より、昨年度同様、認知機能スク

リーニングの受検率はリクルート方法に影

響されることが明らかとなった。特に、会

場型や DM を用いた方法では受検率が高く

（11.6〜15.1%）、個人宛に情報が届くこと

で受検の必要性が認識されやすいこと、ま

た会場での対面支援が可能であることが受

検行動を促進したと考えられる。一方で、

広報誌やポスター、Web 広告などの非会場型

手法では受検率は低く（0.2〜2.5%）、対象

者が特定されないため自身の課題として認

識されにくいことや、デジタル機器の操作

に対する不安などが影響した可能性がある。

また、北海道フィールドにおいて対面イ

ベントや自治体との連携を強化することで

受検率が 0.4%から 1.7%へ改善したことから、

単一の手法ではなく、広報と対面によるリ

クルートを組み合わせた多面的なアプロー

チが有効であることが示唆された。

薬局での実施では、受検者数は限定的で

あったものの、受診推奨対象者の割合は

24.4%と高く、比較的リスクの高い集団への

アプローチとして有用である可能性が示さ

れた。一方で、業務上の制約や心理的抵抗

により、受検行動の促進には限界があり、

単独での実施には課題が残る。

以上より、認知機能スクリーニングの受

検率向上には、個人宛のアプローチ、会場

型、対面での働きかけ、複数手法の組み合

わせに加え、実施環境や対象者特性に応じ

た柔軟な設計が重要であると考えられる。

(2)認知症スクリーニング後の早期介入への
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接続状況の把握

結果：

①令和 7 年度スクリーニング検査参加者の 3

か月後追跡調査

国立長寿医療研究センターによる追跡調

査の対象となったのは令和 7年 8月 1日から

令和 8年 1月 7日までの期間中、北海道、秋

田、愛知、筑波のいずれかのフィールドで

スクリーニング検査を受検した人のうち、

追跡調査に必要な情報の提供が得られた

3,553 名を追跡調査対象者とした。なお、当

該期間の終盤にスクリーニング検査を受検

した者については、受検後3か月に満たない

時点で追跡調査のアンケートを送付した者

も一部含まれていた。有効回答数 1,962 件

（発送数の 55.2%）のうち、受診推奨対象者

は 170 名であった（図 1）。

図 1.国立長寿医療研究センターが実施した

追跡調査の対象者抽出過程

なお、本年度は受診推奨の基準を「単一

領域の認知機能低下」から「複数領域での

認知機能低下」に見直し、複数領域での認

知機能低下を満たす場合に、受診推奨の対

象とした。加えて、検査後に表示される受

診推奨画面についても情報量を減らし、文

字サイズを大きくするなど視認性の改善を

行った（図 2）。その他、北海道フィールド

では、講演会や地域イベント、運動教室な

どの場を活用し、対面で受診推奨対象者へ

の説明やフォローを実施した。秋田フィー

ルドでは、会場型検査において医師による

相談ブースを開設し、認知機能低下が疑わ

れた参加者がその場で対面相談を受けられ

る体制を整備し、受診への不安軽減や理解

促 進 を 図 っ た （ 巻 末 図 表 4 ） 。

図 2.受診推奨画面の改善

受診推奨を受けて、実際に精密検査を受

診した者は 23 名、受診率は 13.5％であり昨

年度の 7.3％と比較して高い受診率であった。

さらに認知症またはMCI相当と診断されたも

のは、8名であり、陽性反応的中度は4.7%と

昨年度の 1.6％と比較して高値を示した（表

3）。

改修前 改修後

追跡調査対象 3,553 名

不同意・未回
収・未回答
1,570 名

精密検査受診
状況未回答 21 名

有効回答数
1,962 名

精密検査受診推奨対象
170 名

うち、受診あり 23 名
受診予定なし 147 名

精密検査推奨
対象外 1,792 名
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表 3.追跡調査における主要アウトカム指標

指標
数値

(人数または割合)

追跡調査対象者数 3,553 名

有効回答数

(受診推奨対象外含む)
1,962 名

有効回答のうちの精密検

査受診推奨対象者数
170 名

精密検査受診者数 23 名

*精密検査受診率 13.5%

認知症・MCI 診断者数 8 名

*スクリーニング検査陽

性反応的中度
4.7%

加えて、受診推奨者を対象として、sf-FAT

の検査画面上での受診推奨を認識していた

かどうかを調査した結果、受診推奨を受け

たことを認識していたものは、22.9％

（36/157 名）であった。受診推奨を受けた

ことを認識している場合には、受診率は

33.3％（12/36 名）であった（図 3）。

図 3.受診推奨の認識の有無による受診率

東京・神奈川、兵庫、鹿児島フィールド

では、受診率について分担研究機関と自治

体が独自に追跡調査を行った（巻末図表

2,4）。

東京・神奈川フィールドでは、認知機能

低下が疑われた対象者に対して個別架電を

実施し、地域の医療機関情報に加えて地域

包括支援センター等の相談先情報を提供し

た。また、詐欺等への警戒感に配慮し、事

前説明や郵送による通知を行うことで安心

して対応できる体制整備を行った。受診率

としては、令和 6 年度は 12.5%であったのに

対して、令和 7 年度は 9.1%であった。

兵庫フィールドでは、認知機能検査を複

数回実施し、2 回目の検査でも受診推奨レベ

ルに該当した場合には、保健師等による受

診勧奨を行った。結果として、令和6年度に

受診者は確認されなかったが、令和7年度は

1 名の受診が確認された。

鹿児島フィールドでは、保健師が受診推

奨者全員に対して生活状況の聞き取りを行

うとともに、地域包括支援センターと連携

した見守り体制を構築した。令和7年度の受

診者は0名であったが、垂水市では未受診者

情報を地域包括支援センターと共有し、継

続的な見守りやフォローアップを実施して

いる。さらに、宇検村および大和村では、

受診には至らなかった場合でも、通いの場

やデイサービス等の地域資源につながって

いる事例が確認された。

②令和 6 年度スクリーニング検査参加者の 1

年後追跡調査

1 年後追跡調査については、昨年度に北海

道、秋田県、愛知県のいずれかのフィール

ドで受診推奨を受けた2,410名を対象に、郵

送調査を実施し、1,183 名から研究への同意

および回答を得た（返送率 49.1%）。このう

ち、検査から1年後時点の受診状況について

調査へ同意・回答した受診推奨者
170 名

受診推奨の認識と受診状況の項目に
回答
157 名

受診推奨の認識
あり 36 名

うち、受診あり
12 名（33.3%）

受診推奨の認識
なし 121 名

うち、受診あり
10 名（8.3%）
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回答が得られた1,096名のうち、精密検査を

受診した者は109名（9.9%）であった。受診

後の診断内容について回答した 98 名のうち、

認知症または MCI と診断された者は 37 名

（37.8%）であった。精密検査を受診しなか

った理由としては、「日常生活で特に困っ

ていないから」が最も多く 88.4%（842/952

名）、次いで「今の自分の脳の健康状態は、

年齢相応で、低下はしていないと思う」が

78.0％（732/938 名）であった。これらの結

果は、昨年度の受診率（7.3%）および受診

しない理由とほぼ同様であり、受診率向上

に向けたさらなる対策の必要性が示された。

なお、大阪フィールドにおいては、昨年

度に受診推奨を受けた 168 名を対象に、3 か

月後および 12 か月後の 2 時点で受診状況の

調査を実施した。3 か月後調査および 12 か

月後調査のいずれかに回答した者は 130 名

（3 か月後未回答であったが 12 か月後に新

たに回答した者が 11 名）であった。3 か月

後時点で 119 名中 13 名が医療機関を受診し

たと回答しており、受診率は 10.9%であった。

その後、12 か月後までの追跡により新たに

受診した者を含め、130 名中 16 名が受診し

ており、受診率は 12.3%であった。また、医

療機関において認知症または軽度認知障害

（MCI）と診断された者は 4 名（3 か月後調

査より1名増加）であり、陽性反応的中度は

3.1%であった。

1 年後追跡調査では、受診率向上に向けた

対策として早期受診の重要性をまとめた動

画が閲覧可能なチラシを同封し、動画視聴

による受診行動や意識の変化についての調

査も行っている（STEP1-2 参照）

考察：

本研究では、昨年度の結果を踏まえて修

正したフローにおいて、認知症スクリーニ

ング後の受診行動および早期介入への接続

状況を評価した。その結果、受診推奨基準

の見直しおよび受診推奨画面の視認性改善

に加え、医師や保健師等の専門職を介した

介入を行った本年度は、精密検査受診率が

13.5%（23/170名）と、前年度の7.3%と比較

して上昇した。また、認知症またはMCIの診

断に至った割合（陽性反応的中度）も 4.7%

（8/170名）と、前年度の1.6%より高値を示

した。これらの結果から、受診推奨対象者

の基準を見直したことによるリスク評価の

精度向上に加え、受診推奨画面の視認性改

善や、一部フィールドで行われた医師相談

ブースの設置など、専門職による対面での

個別介入が、受診率および陽性反応的中度

の向上に寄与したことが示唆された。

一方で、スクリーニング検査後の画面表

示による受診推奨の認識率が 22.9%（36/157

名）にとどまっていた点は重要な課題であ

る。受診推奨を認識していた者の受診率は

33.3%（12/36 名）であり、認識の有無が受

診行動に影響することが示された。このこ

とから、受診行動を促進するためには、単

に検査結果画面上で受診推奨を提示するだ

けでなく、対象者がその内容を自分自身に

関わる情報として確実に認識し、理解でき

るようにする工夫が不可欠である。具体的

には、受診推奨画面の視認性を高め、平易

で誤解の生じにくい表現を用いることに加

え、結果確認や理解状況を把握する仕組み

を設けること、未確認者や理解が不十分な

者に対して再通知や保健師等による連絡を

行うことが有用である。また、結果の伝達
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を画面表示のみに依存せず、郵送通知、電

話、訪問、SMS・メール等の複数手段を組み

合わせ、必要に応じて本人の同意のもと家

族にも情報共有する体制が求められる。

また、1 年後追跡調査においても受診率は

9.9%（109/1,096 名）と低水準にとどまり、

未受診理由として「日常生活で特に困って

いない」が 88.4%（842/952 名）、「今の自

分の脳の健康状態は年齢相応で低下してい

ないと思う」が 78.0%（732/938 名）と多数

を占めた。これらは、認知機能低下の自覚

の乏しさやリスク認識の低さが受診行動の

阻害要因となっている可能性を示しており、

個人の理解や行動変容を促すための啓発の

強化が必要である。

以上より、受診推奨後の医療機関受診を

促すためには、適切な受診推奨基準の設定

に加え、認識しやすい受診推奨画面の提示

や、専門職による対面での説明・支援を通

じて、対象者が受診推奨を確実に認識し、

理解できるようにすることが重要であるこ

とが示唆された。また、郵送、電話、訪問、

SMS・メール等の複数手段を用いた結果通知

や、個人の理解および行動変容を促す啓発

の強化も重要であることが示された。

(3)診断後支援への接続状況

結果：

秋田フィールドでは、令和 6 年度または 7

年度にかけてスクリーニング後に医療機関

を受診した 10 名の特性を解析したところ、

平均年齢77.5歳、MMSE 26.6点、CDR-SB 0.5

点と、比較的早期段階での受診につながっ

ていることが確認された（表 4）。また、10

名の対象者のうち 3 名が抗アミロイド β 抗

体薬の導入に至っていた。

表 4.秋田フィールドにおける医療機関を

受診した対象者の特徴

指標 数値

年齢（歳） 77.5 ± 6.8

性別（女性、％） 5/10 (50%)

MMSE（点） 26.6 ± 2.8

CDR-SB（点） 0.5 ± 0.3

VS-RAD 0.8 ± 0.4

白質病変あり（％） 6/10 (60%)

抗アミロイド抗体薬導

入率（％）
3/10 (30%)

愛知フィールドでは、スクリーニング後に

33 名が国立長寿医療研究センターを受診し

た。その内訳は、9 名(27.3%)が MCI または

認知症と診断され抗アミロイド抗体薬など

の治療対象、8 名(24.2%)が脳腫瘍やてんか

んなどの脳疾患として専門診療に接続され

た。また、5 例(15.2%)は、認知機能は正常

だが血液バイオマーカーの異常により経過

観察、11 名（33.3％）は認知機能、バイオ

マーカーともに異常が認められず安心につ

ながった。

鹿児島フィールドでは、受診推奨後に保

健師が架電・面談・訪問を通じて生活状況

の把握と個別支援を実施した。その結果、

受診推奨者 146名のうち 10名(6.8％)が医療

機関受診につながり、13 名（8.9％）が地域

支援事業や介護予防事業等の支援に接続さ

れた。さらに、垂水市では令和6年度の受診

推奨対象者 29 名に対して継続支援を行い、

今年度は 11 名（37.9％）が再受検した。再

受検者のうち5名が再び受診推奨対象となり、

そのうち4名は、かかりつけ医によるフォロ

ーアップや保健師による見守り対応が継続
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されていた。

スクリーニング検査を契機として地域で

の継続支援につながった事例を以下に示す。

事例 1

70 代男性：検査結果を送付後、市保健師

が地域包括支援センターのスタッフと同

行訪問を行った。本人に受診の意向はな

かったが、今後は保健課の健康教室で定

期的にフォローしていくこととした。あ

わせて、市民課が家族と関わっているこ

とが分かり、関係する複数の課で情報共

有を行った。家族も本人の様子の変化に

気づいていたが、相談先が分からず抱え

込んでいる状況にあったため、家族支援

と本人支援について役割分担を行い、情

報共有を継続しながら支援を行ってい

る。

事例 2

90 代男性：認知機能検査の結果を受け、

市保健師が地域包括支援センターに支援

状況を確認した。従来より、地域包括支

援センターによる定期訪問、家族の支

援、地域住民の見守りのもとで生活して

いた。今後は保健課の健康教室において

も見守りを行うこととした。保健課と地

域包括支援センターが定期的に情報共有

を行いフォローを行っている。

事例 3

70 代女性：検査結果送付後、市保健師が

電話連絡を行ったところ、当初は受診の

意向はなかったが、生活状況について傾

聴し、検査結果の見方等について説明を

行った。2 日後、本人が保健課窓口に来所

し、友人に相談したことなどを話された

ため、持参された検査結果を一緒に確認

した。1 週間後、再度保健課窓口に来所

し、前回の説明を受けて脳外科を受診し

たことが伝えられた。診断には至らなか

ったが、今後も定期的に受診していく予

定である。

考察：

各フィールドの取り組みにおいては、ス

クリーニングを契機として医療機関への受

診につながった例が一定程度確認され、早

期診断および早期介入の契機となる可能性

が示された。抗アミロイド抗体薬の導入に

至った例や、MCI または認知症として治療対

象となった例に加え、脳腫瘍やてんかんな

どの脳疾患として専門診療に接続された例

も認められた。

また、受診推奨後に保健師が架電、面談、

訪問を通じて生活状況の把握と個別支援を

実施することで、医療機関受診に加え、地

域支援事業や介護予防事業等への接続も認

められた。特に、受診意思が低い対象者に

対しても、保健師や地域包括支援センター

が継続的に関わることで、本人支援、家族

支援、地域での見守りにつながった事例が

確認された。これらの結果は、スクリーニ

ング後の支援において、医療機関への接続

だけでなく、対象者の状況に応じて地域の

支援事業につなぎ、継続的にフォローする

体制の重要性を示すものである。

以上より、診断後支援への接続を促進す

るためには、医療機関受診後の診断・治療

への接続に加え、保健師等による人的支援、

地域包括支援センターや自治体内の関係部

署との情報共有、介護予防事業や地域支援

事業との連携を含めた継続支援体制の構築

が重要であることが示唆された。

最後に、会場型実施および非会場型実施

における啓発から検査実施、受診推奨、受

診推奨後の継続支援接続までのモデルとな

るフローを、図 4-1 および図 4-2 に示す。
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図 4-1.会場型実施における啓発からスクリ

ーニング後の継続支援接続までのモデルフ

ロー

図 4-2.非会場型実施における啓発からスク

リーニング後の継続支援接続までのモデル

フロー

1－2：受診率向上のための啓発資材の作成

目的：

昨年度の追跡調査において、精密検査受

診を阻害する要因として「認知機能低下を

自身の問題として十分に認識できていない

こと」が示唆された。この結果を踏まえ、

早期受診の重要性および軽度認知障害に関

する理解を深めるための啓発資材を作成す

ることを目的とした。

方法：

早期受診の重要性および軽度認知障害に

関する啓発動画を作成するとともに、ホー

ムページの拡充、リーフレット等の啓発資

材の制作を行った。また、動画については、

閲覧による受診行動に関する意識の変化を

調査した。

啓発資材の作成に当たっては、高齢者お

よびその家族を対象としたアンケート調査

を実施し、啓発資材に盛り込む内容を検討

した。

結果：

早期受診の重要性および受診方法につい

てまとめた約 1 分 40 秒の動画を作成し、国

立長寿医療研究センターのホームページに

公 開 し た （ https://youtu.be/bI-JMcG25-

8?si=ov62aFsuxvi8b17n）（図 5-1）。

図 5-1.啓発動画（概要版）

本動画は、STEP1-1 における 1 年後追跡調

査の際に、閲覧可能なチラシを同封し、動

画視聴による受診行動に対する意識の変化

について調査した。解析対象者は、令和6年

度の J-DEPP 研究において受診推奨を受けた

ものの受診に至らず、かつ令和 7年度の 1年

後追跡調査においても受診推奨後に「何も
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しなかった」と回答した713名とした。解析

では、動画視聴後の各質問項目について、

肯定的回答（「当てはまる」または「やや

当てはまる」）の人数および割合を算出し

た。その結果、動画視聴後に「できるだけ

早く医療機関を受診したいと思う」と肯定

的に回答した者は284名（39.8％）であった

（表 5）。

表 5.動画視聴後の態度

質問項目
回答者数

(%/713 名中)

できるだけ早く医療機関

を受診したいと思う
284 (39.8%)

受診の際の相談先が分か

った
563 (79.0%)

新しい認知症の治療法が

あるなら、ためしてみた

い

433 (60.7%)

周りの家族や知人に受診

をすすめたいと思う
391 (54.8%)

早期に対策や治療を受け

たら、認知症の予防につ

ながると思う

640 (89.8%)

MCI であれば、健康な状

態に回復することがある

と思う

616 (86.4%)

認知症に対する不安が以

前よりは少なくなった
507 (71.1%)

※表の数値は、「当てはまる」または「やや当ては

まる」と回答した者の人数および割合を示す。

さらに、愛知県阿久比町において、認知

症予防に関する講演会の参加者163名に動画

の視聴を依頼し、視聴後にアンケート調査

を実施した。このうち、自由記述欄に回答

のあった 60 名の回答を対象に、テキストマ

イニングによる解析を行った。

その結果、言及者数では「認知症および

MCI に関する基礎知識」が最も多く、次いで

「相談先・受診先の情報」が多かった。一

方、キーワード出現回数では「相談先・受

診先の情報」が最も多く、受診の目安、検

査、医療機関、専門医へのつながり方など、

具体的な行動に関する情報ニーズが示唆さ

れた（表 6）。

これらの結果を踏まえ、認知症および MCI

に関する基礎知識、相談先・受診先の情報

を含む 5 分程度の解説動画を作成した

（ https://youtu.be/qkweoMUyoqs?si=aSkBH

9Oz82o-5Ao-）（図 5-2）。

表 6. 自由記述回答におけるカテゴリ別言

及者数およびキーワード出現回数

カテゴ

リ

言及者数

（N = 60）

キーワード

出現回数

Keywords_List

認知症

および

MCI に

関する

基礎知

識

26

（43.33%

32

（36.36%）

認知症、MCI、

症状、物忘

れ、病気、若

年性、予防、

対策、治療

法、治療、リ

ハビリ、服

薬、早期発

見、検知、知

識、詳しい、

詳細、不足、

不十分、わか

りにくい、わ

かりづらい、

物足りない

相談

先・受

診先の

情報

20

（33.33%）

34

（38.64%）

受診、病院、

外来、検診、

検査、目安、

きっかけ、タ

イミング、手

続き、所要時

間、医療機

関、診療科、

専門医、紹

介、かかりつ

け、センタ

ー、相談、支

援、施設、通
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院

周囲の

接し方

8

（13.33%）

15

（17.05%）

家族、両親、

接し方、対

応、促し、周

り、周囲、関

わり、協力、

説得、手助

け、付き合い

心理的

障壁

4

（6.67%）

7

（7.95%）

抵抗、不安、

拒否、自覚、

プライド、心

配、怖い、怖

さ、恐怖、つ

らい、寂しい
※言及者数：当該カテゴリのキーワードを 1 語以上含

む回答者数。

※キーワード出現回数：重複カウントを制御したうえ

でのカテゴリ別キーワード総出現回数。

図 5-2.啓発動画（詳細版）

動画では十分に盛り込むことが難しい内容

や、より詳細な情報を提供するため、啓発用

Web ページのコンテンツの拡充を行った

（ https://www.ncgg.go.jp/ri/lab/camd/j-

depp/）（図 6-1）。Web ページには、MCI お

よび認知症の概念、初期症状、予防、検

査・治療、新しい治療薬に関する情報に加

え、J-DEPP 研究の概要や参加方法等に関す

る情報を掲載した。

図 6-1.啓発用 WEB ページ

さらに、ホームページや動画などのデジ

タル資材へのアクセスが難しい対象者にも

情報提供を行えるよう、紙媒体の啓発資材

として、Web ページの内容を簡潔にまとめた

リーフレットを作成した（図 6-2）。
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図 6-2.啓発用リーフレット

考察：

本検討では、昨年度の追跡調査において

示唆された「認知機能低下を自身の問題と

して十分に認識できていないこと」が受診

行動の阻害要因である点を踏まえ、早期受

診の重要性および軽度認知障害に関する理

解を促す啓発資材の開発とその効果を評価

した。

本検討の結果、啓発動画の視聴により、

受診に対する意識の変化が一定程度認めら

れた。特に、短時間の動画であっても一定

割合で受診意向の変化が認められたことか

ら、啓発動画は簡便な啓発手段として有用

である可能性が示唆された。一方で、こう

した意識の変化が実際の受診行動につなが

るかについては本検討からは明らかではな

く、今後の検証が必要である。

また、アンケート結果からは、認知症や

軽度認知障害に関する基礎知識に加え、受

診の目安や相談先など、具体的な情報に対

するニーズが高いことが示された。このた

め、動画に加えて、MCI および認知症の概念、

初期症状、予防、検査・治療、新しい治療

薬、J-DEPP 研究の概要等について、より詳

細な情報を提供するWebページを整備したこ

とは、対象者の理解を深めるうえで重要で

ある。

特に、高齢者においてはデジタル機器の利

用状況に差があることから、動画やWebペー

ジなどのデジタル資材だけでは情報が届き

にくい対象者が存在する。そのため、Web ペ

ージの内容を簡潔に整理したリーフレット

を作成し、紙媒体による情報提供手段を整

備したことは、対象者の情報アクセス状況

に応じた啓発を行ううえで有用であると考

えられる。
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STEP2: スクリーニング・診断後支援におけ

る血液検体、唾液検体、ウェアラブルデバ

イスの有用性の検証

2―1：血液検体の有用性の検証

血液検体では、愛知・東北・大分フィー

ルドにて検証が行われた。

愛知フィールド

要約：

国立長寿医療研究センター（NCGG）もの

忘れ外来でフォローアップされた MCI 者 407

名を対象に、血液バイオマーカーによる AD

病理、神経炎症、神経変性の評価可能性を

検討した。Aβ42/40、p-tau217、GFAP、NfL

を測定し、p-tau217については従来のSimoa

プラットフォームに加え、令和7年に米国食

品医薬品局に AD 補助検査として承認された

Lumipulse プラットフォームでの測定値を比

較した。また、Aβ42/40、p-tau217、GFAP

については Gaussian Mixture Model（GMM）

を用いてカットオフ値を設定し、バイオマ

ーカーで層別化した群間のNfL濃度を比較し

た。

その結果、p-tau217はSimoaとLumipulseで

高い相関を示した（r = 0.833）。GMM に基

づく解析では、Aβ42/40 陽性が 68.1％、p-

tau217（Simoa）陽性が 53.6%、p-tau217 

(Lumipulse)陽性が 60.7％、GFAP 陽性が

29.5％であり、A+T+I+群ではNfL濃度が有意

に高値であった。

以上より、血液バイオマーカーは、MCI 者に

おける AD 病理や神経炎症の把握、神経変性

の評価、認知機能低下リスクの層別化に有

用であることが示唆された。

目的：

昨年度は、別コホート（BATON 研究、

n=518）においてアミロイド PET を参照基準

として各血液バイオマーカー（アミロイド

β42/40 比 [Aβ42/40]、リン酸化タウ 217 

[p-tau217]、グリア線維性酸性タンパク質

[GFAP]、ニューロフィラメント軽鎖 [NfL]）

の至適カットオフ値を設定し、NCGG もの忘

れ外来でフォローアップされた軽度認知障

害（MCI）者 416 名の縦断的データを解析し

た。その結果、これらのカットオフ値が将

来 の 認 知 機 能 低 下 お よ び 認 知 症 へ の

conversion リスクの層別化に有用であるこ

とを確認した。

本年度は、同一対象集団において、まず

AD の補助診断として米国食品医薬品局（FDA）

が承認したLumipulseプラットフォームによ

る p-tau217 の測定を新たに実施し、昨年度

のSimoaプラットフォームによる測定値との

比較を行った。さらに、診断ラベルやアミ

ロイドPETに依存しないデータ駆動型の手法

であるGMMを用いてカットオフ値を再設定し、

対象集団における AD 病理を有する症例の頻

度をより実態に即した形で明らかにするこ

とを目的とした。

方法：

対象は、これまでに NCGG もの忘れ外来を

受診し、フォローアップされた MCI者 416 例

とした。血漿中p-tau217をLumipulse G1200

で測定し、Simoa HD-X による測定値との関

連をスピアマンの順位相関係数で評価した。

加えて、各血液バイオマーカー間の関連に

ついても解析を行った。

次に、Aβ42/40、p-tau217（Simoa および
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Lumipulse）、GFAP については、GMM により

バイオマーカー分布の混合構造を推定し、2

成分の交点をカットオフ値とした（図 7A-

D）。p-tau217 および GFAP は正規分布に従

わないため対数変換後にGMMを適用し、算出

したカットオフ値を逆変換して最終的なカ

ットオフ値とした。一方、NfL は対数変換後

も単峰性分布を示したため、GMM によるカッ

トオフ算出の対象外とした。

残余検体がなくLumipulseでの測定が行え

なかった 9例を除外し、以降の解析は 407例

で実施した。GMM により得られたカットオフ

値を用いて、対象集団における AD 病理

（Aβ42/40 低下または p-tau217 上昇）およ

び神経炎症（GFAP 上昇）を有する症例の頻

度を推定した。最後に、バイオマーカーで

層別化した群間における NfL 濃度の差を

Kruskal–Wallis 検定および Dunn の事後検定

により評価し、神経変性の程度の群間差を

検証した。

結果：

解析の結果、Aβ42/40 と NfL を除き、血

液バイオマーカー同士には有意な関連が認

められた（図 8A）。p-tau217 の測定値は

Simoa の方が Lumipulse より高値を示したも

のの、両者の相関は高かった（r = 0.873、p 

<0.001; 図 8B）。

全体の 68.1%は Aβ42/40 陽性（A+）、

60.7％は p-tau217(Lumipulse)陽性（T+）、

29.5%は GFAP 陽性（I+）であった（図 9）。

A+におけるT+の割合は80.9%と高く、さらに

A+T+の 46.0%は I+であった。

AD 連続体（A-T-I-、A+T-I-、A+T+I-、

A+T+I+）におけるNfL濃度を比較したところ、

A+T+I+群のみが他群に比べ有意に高値を示

し、その他の群間には有意差を認めなかっ

た（図 10）。
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図 7.GMM によるカットオフ値の算出

Gaussian Mixture Model (GMM)によりバイオマーカ

ー分布の混合構造を推定し（赤実線）、2成分（青

実線と緑実線）の交点をカットオフ値（赤点線）と

した。A. Aβ42/40 比: カットオフ値 0.103、B. p-

tau217(Simoa): カットオフ値 0.53 pg/mL、C. p-

tau217(Lumipulse): カットオフ値 0.21 pg/mL、D. 

GFAP: カットオフ値 389.02 pg/mL。尚、p-tau217

および GFAP 値は正規分布しないため対数変換後に

GMM を適用し、算出したカットオフ値を逆変換して

最終的なカットオフ値を得た。

図 8.血液バイオマーカー同士の相関

A. 各血液バイオマーカーとの相関係数ｒを対角線

より右上に、その有意差 p 値を対角線より左下に示

した。Aβ42/40 比と NfL 以外は互いに有意な相関

を認めた。

B. p-tau217 の測定値は Simoa の方が Lumipulse よ

り高値であったが、両者の相関は高かった。

図 9.全体における各バイオマーカーの陽性

頻度

Aβ42/40 陽性（A+）、p-tau217Lumipulse 陽性

（T+）、GFAP 陽性（I+）の症例数をベン図に示

す。

図 10.AD 連続体における NfL の比較

AD 連続体（A-T-I-、A+T-I-、A+T+I-、A+T+I+）に

おける NfL 濃度の群間比較を Kruskal–Wallis 検定

を用い、Dunn の事後検定により群間の多重比較を

行った（*p <0.0001）。

考察：

A

B
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もの忘れ外来を受診したMCI者の約７割が

Ａβ 沈着を、約６割が AD 病理を、そして約

３割が神経炎症を有していると推定された。

また、Ａβ 沈着を有する症例の約２割は p-

tau217 が上昇していない（A+T-）ことから、

AD 病理を伴わない一群が存在することが示

唆された。さらに、A+T+の約半数は神経炎

症を伴い、これらの症例では神経変性がよ

り進行している可能性が示唆された。

今後は、A＋T-群と A+T+群、あるいは

A+T+I-群と A+T+I+群の背景因子や認知機能

の差を比較するとともに、縦断的な認知予

後の差を検証することで、比較的短期間で

認知機能低下が進む一群をスクリーニング

する際の血液バイオマーカーの有用性を明

らかにする必要がある。また、地域住民に

おける有病率を推定し、クリニックベース

の有病率との違いを検討することも重要で

ある。

さらに、本年度のGMMベースのカットオフ

値は診断ラベルやアミロイドPETに依存しな

いデータ駆動型の手法により設定したもの

であるが、BATON 研究などにおいてアミロイ

ド PETを参照基準とした Lumipulseのカット

オフ値を算出することが今後の課題として

残されている。これが実現すれば、PET ベー

スのカットオフ値とGMMベースのカットオフ

値による有病率推定値の比較、および縦断

的な認知機能低下や認知症への conversion

予測精度の比較が可能となり、GMM アプロー

チの妥当性をより客観的に評価できると考

えられる。

東北フィールド

要約：

地域在住高齢者において、AD 血液バイオ

マーカーと認知機能、遺伝要因、脳構造、

生体指標との関連を検討した。

東北大学 ToMMo脳と心の健康調査第 3期に

参加した 60 歳以上の高齢者 557 名を対象と

し、採血を実施した 539 名で Aβ42/40、

pTau217、NfL、GFAP を測定した。各バイオ

マーカーと ApoE 遺伝型、認知機能、脳 MRI

容積、生体指標との関連を解析した。

Aβ42/40 低値群を除き、各バイオマーカ

ー異常群では全般的認知機能の低下が認め

られた。NfL 高値群では HbA1c 高値および海

馬容積減少傾向、NfL・GFAP 高値群では多領

域 MCI の割合上昇がみられた。また、NT-

proBNP 高値群では pTau217 値が有意に高か

った。

AD 血液バイオマーカーは、地域在住高齢

者において認知機能、脳構造、代謝・心血

管機能など異なる病態側面を反映する可能

性が示された。特にpTau217は、心血管機能

との関連も含め、有用な指標となる可能性

が示唆された。

目的：

高齢化が急速に進む日本において、認知

症の早期発見・早期介入は喫緊の課題であ

る。本研究班では、J-DEPP としてデジタル

認知機能検査の妥当性検証のためのデータ

取得と分析を実施してきた。

既に NCGG で測定したデータとの統合解析

にてデジタル認知機能検査と対面認知機能

検査の関連については報告されていたため、

東北大学東北メディカル・メガバンク機構

（ToMMo）ではコホート基盤を活用して蓄積

された既存データと本研究で取得した血液
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バイオマーカーを連結し、AD バイオマーカ

ーと遺伝要因や脳構造、その他生体指標と

の関連を分析した。これによりバイオマー

カーの妥当性の補強や有用性について示唆

を得ることを目的とした研究を実施した。

方法：

東北大学 ToMMo 脳と心の健康調査第 3 期

（令和 6年 8〜11月実施）の参加者のうち、

60歳以上の成人 557 名（平均年齢 71.2±6.6

歳、女性 63%）を対象とした。ToMMo で実施

している対面式認知機能検査 MMSE および

Montreal Cognitive Assessment 日本語版

（MoCA-J）の実施と併せてデジタル認知機

能検査として、セルフチェッカー（VR ゴー

グル使用）、のう KNOW®（スマートフォン使

用）、sf-FAT（スマートフォン使用）を実

施した。

採血は 539 名で実施し、NCGG にて 4 種の

AD バイオマーカーを測定した。測定項目は

Aβ42/40、pTau217、NfL、GFAP である。各

バイオマーカーについては、連続変数と、

本研究と独立した研究により、アミロイド

PET 陽性者を陰性者から識別するカットオフ

値（Aβ42/40：≤0.102、pTau217：≥0.575、

pTau217/Aβ42：≥0.031、NfL：≥23.6 pg/mL、

GFAP：≥278.1 pg/mL）による 2 値変数の両形

式で解析に用いた。

遺伝要因はアポリポプロテイン E（ApoE）

遺伝型を用いた。脳構造として、脳MRI画像

（ 前 回 来 所 時 の 撮 像 デ ー タ ） か ら

Freesurfer（Aseg Atlas）を用いて算出した

部位別の容積を用いた。生体指標としてデ

ータが利用可能であった HbA1c、血中クレア

チニン、総コレステロール、NT-proBNP（同

日の採血）を用いた。

結果：

採血は 557名中 539 名で実施した（未実施

18 名：採血非同意 13 名、血圧高値 4 名、試

料欠損1名）。各バイオマーカーの特性を以

下に示す（年齢・性別調整済み）。

カットオフを超える群（Aβ42/40 低値・

pTau217 高値・pTau217/Aβ42 高値・NfL 高

値・GFAP 高値）はいずれも高齢であった。

認知機能については、Aβ42/40 低値群を除

く pTau217 高値・pTau217/Aβ42 高値・NfL

高値・GFAP 高値の各群において全般的認知

機能が低く（P < 0.05）、同群ではクレアチ

ニン高値との関連も見られた（P < 0.05）。

NfL 高値群ではこれらに加え、HbA1c 高値と

の関連（P < 0.05）および海馬容積の減少傾

向が見られた。NfL および GFAP 高値群では

多領域MCI（sf-FATで判定）の割合が高く、

Aβ42/40 低値・pTau217 高値群では ApoEε4

を有する割合が高い傾向が見られた。

心不全指標である NT-proBNP と AD バイオ

マーカーの関連解析では、対象者の 22.9%が

NT-proBNP 高値（≥125 pg/mL）であった。年

齢・性別・生活習慣および既往を含む多変

量調整後の解析において、NT-proBNP 高値群

は低値群と比較してpTau217値が有意に高か

った（差：0.069、95%信頼区間：0.018〜

0.12）。一方、Aβ42/40比、NfL、GFAPにつ

いては明確な関連を認めなかった。MMSE ス

コアとNT-proBNPの間にも有意な関連は認め

られなかった。本解析結果は、令和 8年 1月

に長崎で開催された第 36 回日本疫学会学術

総会において「Association of NT-proBNP、

the Alzheimer's Disease Biomarkers、and 

Cognitive Function for Community-

Dwelling Older Adults」として発表した。
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考察：

本研究では、地域在住高齢者において AD

血液バイオマーカーと遺伝要因・認知機

能・生体指標との関連を検討した。カット

オフを超える群（Aβ42/40低値・pTau217高

値・pTau217/Aβ42 高値・NfL 高値・GFAP 高

値）はいずれも高齢であった。認知機能に

ついては、pTau217 高値・pTau217/Aβ42 高

値・NfL高値・GFAP高値の各群において全般

的認知機能の低下が認められ、これらのバ

イオマーカーが認知機能低下と整合的であ

ることが示された。一方、Aβ42/40 低値群

では認知機能との明確な関連は認められな

かった（ただし、推定値としては認知機能

が低い傾向にある）。

腎機能指標であるクレアチニン高値との

関連は、pTau217 高値・pTau217/Aβ42 高

値・NfL高値・GFAP高値の各群に共通して認

められた。NfL 高値群ではこれらに加え

HbA1c 高値および海馬容積の減少傾向が見ら

れ、NfL が代謝・腎機能・脳構造変化を包括

的に反映する指標である可能性が示唆され

た。また NfL および GFAP 高値群では多領域

MCI の割合が高く、Aβ42/40 低値・pTau217

高値ではApoEε4保有割合が高い傾向が見ら

れた。バイオマーカーの種類により関連す

る病態側面が異なることが示唆される。

NT-proBNP との関連解析では、対象者の

22.9%が NT-proBNP 高値（≥125 pg/mL）であ

った。多変量調整後の解析において、NT-

proBNP 高値群は pTau217 値が有意に高かっ

た（差：0.069、95%CI：0.018〜0.12）一方、

Aβ42/40 比・NfL・GFAP および MMSE スコア

との明確な関連は認められなかった。この

結果は、心機能低下がタウ病理を中心とし

た神経変性過程と選択的に関連している可

能性を示唆する。

以上より、本研究は AD 血液バイオマーカ

ーがそれぞれ異なる病態側面を反映するこ

とを示した。特にpTau217は心血管機能との

関連においても有用な指標となり得る可能

性が示唆された。今後は縦断データを用い

た追跡解析により、これらバイオマーカー

と認知機能・脳構造変化との因果的関係に

迫る必要がある。

大分フィールド

要約：

臼杵市で構築してきた3つの住民コホート

を対象に、AD 診断および診断後支援に寄与

する因子を探索し、研究成果の社会実装を

進めることを目的とした。

各コホートにおいて、脳内Aβ蓄積陽性率、

MCI 発症率、MCI due to AD 比率、認知症移

行率、preclinical AD 発見率、抗 Aβ 抗体

薬適応判断を評価し、あわせて、うすき石

仏ネットへの脳内Aβ蓄積予測判定デジタル

バイオマーカー導入を進めた。

その結果、かかりつけ医がリクルートを

担うことで、各コホートの目的に応じた症

例集積が可能となり、地域連携におけるか

かりつけ医支援の重要性が示唆された。ま

た、抗Aβ抗体薬の適応があっても治療に至

らない例があり、費用、通院負担、治療理

解の不足が課題であった。一方、血液バイ

オマーカー検査(島津製作所開発の APP669-

711/Aβ1-42 と Aβ1-40/Aβ1-42 からなる

Composite Biomarker)への抵抗は少なく、そ

の優れた診断性能で「かかりつけ医」の診

療時受容性も良好であった。「かかりつけ

医」は勿論、被検者である患者支援ツール



25

として、その代替となる日常診療内で実施

可能な脳内Aβ蓄積予測判定デジタルバイオ

マーカー検査(年齢、性別、身長・体重から

BMI、教育歴年数、脂質異常症・心疾患・糖

尿病の有無、MCV、TSH、T-Bil、WBC、Hb)は、

居住地域での診断および診断後支援を補完

する手段となる可能性が示された。

目的：

産学官連携研究で構築した時期の異なる

臼杵市高齢住民コホート（表7参照）を活用

し、AD 診断・診断後支援に寄与する因子と

して、これまで着目されていない「かかり

つけ医」の整合性を検証する。この「かか

りつけ医」日常診療支援ツールとして、コ

ホートIデータ検証から脳内アミロイド蓄積

診断精度(AUC 0.954)と 8 年間の追跡調査で

の AD コンバート予測性能(ハザード比 10.74、

AUC 0.860)を有することを確認済みの血液バ

イオマーカー(島津製作所開発の APP669-

711/Aβ1-42 と Aβ1-40/Aβ1-42 からなる

Composite Biomarker)が、受容性も良好であ

ることをコホートIII研究で確認済みである。

この結果を勘案し、本研究ではより簡便で

地域診療ネットワーク(うすき石仏ネット)

に組み込まれた通常採血検査を含む日常診

療情報によるデジタルバイオマーカーの

「かかりつけ医」診療支援ツールとしての

必要性と整合性を、コホート参加者の抗 Aβ

抗体薬適応判断する中で検証し、必要時に

はその社会実装を目指す。

表 7：アルツハイマー病発症リスクを有する

臼杵市高齢住民コホートの内訳

コホートⅠ

登録対象

（登録時人

65 歳以上の健常者/MCI(全登

録者 1091 名中 CDR 確定者

数）と追跡

調査年数

973/118 名)の 10 年目追跡調

査(2015-2025)

参画内訳 臼杵市/臼杵市医師会、大分

県、東芝/TDK、大分大学

目的 リストバンド型ウエラブルセ

ンサを活用し、認知機能や脳

内 Aβ 蓄積・脳代謝に寄与す

る発症リスク・防御因子発掘

（既報告成果論文 18 編）や

脳内 Aβ 蓄積予測デジタルバ

イオマーカー開発遂行（既報

告成果論文 2 編: Kimura N 

et al, Alzheimers Res 

Ther, 2023,2025

コホートⅡ

登録対象

（登録時人

数）と追跡

調査年数

認知症でない 65 歳以上住民

(全登録者 100 名中 CDR 確定

者 87 名)の 3 年目追跡調査

(2022-2025)

参画内訳 臼杵市医師会、エーザイ、ホ

ンダ、大分大学

目的 生活習慣及び認知機能が自動

車運転に及ぼす影響検証(論

文準備中)

コホートⅢ

登録対象

（登録時人

数）と追跡

調査年数

50 歳以上の MCI/eAD 疑い住民

(全登録者 100 名中 CDR 確定

者 97 名)の 2 年目追跡調査

(2023-2025)

参画内訳 臼杵市医師会、島津製作所、

エーザイ、大分大学

目的 ＊Phase I 研究：コホート I

研究血液でのカットオフ値設

定

  バイオマーカー適正使用基

準追補 1 準拠(２段階カット

オフ値設定):Low(陰性)、

Intermediate(判定保留)、

High(陽性)

     (Ataka et al, 

Alzheimers Dement (NY), 

2024)

＊Phase I’研究：8 年間の前

向き追跡での AD prognosis

検討（Baseline 値判定）

     (Ataka et al, 

Alzheimers Dement (NY), 
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2024)

＊Phase II 研究：

「血液バイオマーカー(島津

Composite biomarker)の臨床

性能」及び「検査結果開示後

の心理的影響」の両結果を統

合し、実臨床下における  

血液バイオマーカーの受容

性を検証することで、早期発

見に寄与するエコシステム構

築と認知症の人や家族が安心

して生活できる社会インフラ

ン整備を目指す(論文投稿

中)。

方法：

表 7 に示した３つのコホート（I、II、

III）参加者の 10 年目、3 年目、2 年目の追

跡調査を「かかりつけ医」連携のもと実施

し、抗Aβ抗体薬適応判断を行う中で、血液

バイオマーカーの代替となる日常診療情報

に基づくデジタルバイオマーカー社会実装

の必要性有無判定を遂行した。

各コホートにおける「かかりつけ医」の診

療技術向上を判定する指標として、5 つの指

標 [①脳内 Aβ 蓄積陽性率、②MCI 発症率、

③MCI due to AD 比率、④AD dementia/non-

AD dementia 移行率、⑤preclinical AD 発見

率] を設定し、3 コホート間で比較検証した

(表 8)。特にコホート II と III 間の比較検

証では、「かかりつけ医」における血液バ

イオマーカー活用による AD 患者リクルート

精度検証を行う。コホート I-II 間ではより

健常人に近いリクルートが遂行されている

ことを検証する。

結果：

コホート構築後に保険収載され使用可能

となった抗Aβ抗体薬の投与適応判断及び適

用に向けた診療後支援における懸念事項は、

当初懸念した適応脱落時の対応よりも、適

応なるも治療実施に至らぬ一群の存在であ

った。その一因として、コホート研究参加

時には遠方でも無料（検査費＋送迎費用）

であった専門医のいる大学病院でのバイオ

マーカー検査（アミロイドPETまたは脳脊髄

液バイオマーカー）や高額な治療費への拒

否・躊躇が認められた。共通する要因とし

ては、年金生活での高額治療費負担への懸

念、独居や家族サポートでの大学らの遠方

地域通院困難、治療薬ではないことへの懸

念、生活は支障なしと信じ込んでいる現状

での危機感欠如や他人事としての油断等が

考えられた。一方で、一般採血や血液バイ

オマーカー検査への拒否や躊躇はほぼなく、

安価で日常診療内で完結する脳内Aβ蓄積予

測判定検査が「かかりつけ医」レベルで施

行される検査体系を確立することが、患者

にとって住み慣れた地域での診療が受けら

れる利点とも勘案し、この懸念解消の一助

になると考えられた。

こうした「かかりつけ医」段階での認知

症診断技術向上支援の重要性を裏付ける傍

証が、コホート毎に検証した 5 指標[①脳内

Aβ 蓄積陽性率、②MCI 発症率、③MCI due 

to AD 比率、④AD dementia/non-AD dementia

移行率、⑤preclinical AD 発見率]解析から

明らかとなった（表 8）。

コホート III においては、MCI/eAD リクルー

ト時に「かかりつけ医」における島津血液

Composite Biomarker 活用がなされた結果、

高い脳内Aβ蓄積陽性率の対象選択が可能と

なり、「かかりつけ医」における血液検査

自体の受容性も極めて良好であった(論文投

稿中)。自動車運転関連でより健常人よりの

リクルートとなったコホート II では、脳内
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アミロイド蓄積有病率は低く担保されてい

た。しかし、プレクリニカル AD リクルート

に関しては最も優れていることが明らかと

なり、「かかりつけ医」の診療技術向上を

支持する結果となった。

上述の研究結果を勘案し、日常診療情報

による脳内 Aβ 蓄積スクリーニング法

(Kimura N et al, Alzheimers Res Ther, 

2025)を、住み慣れた地域での患者支援検査

とかかりつけ医診療支援目的にうすき石仏

ネットへの導入を計画した。しかしこの導

入のための委託費が当初研究計画で未申請

であったため、経費と事業変更申請書への

厚労省に提出し、令和 8年 3月 6日に承認を

得て導入し臨床運用段階である。現時点まで

3 例中１例のスクリーニング陽性判定者が初

回投与施設での脳内Aβ蓄積判定待ちである。

表 8. 追跡調査における主要アウトカム指

標

コホート分類

アウトカム指標

コホー

ト

I

コホー

ト

II

コホー

ト

III

① 脳内 Aβ 蓄

積 陽 性 率

(%)
(PiB-SUVR Cutoff 判

定 1.4/1.2)

23.0%/

30.9%

17.6%/

21.2%

39.5%/

47.5%

② MCI 発症率

(%)
12.8% 21.8% 61.9%

③ MCI due to 

AD 比率(%)
30.0% 9.3% 37.5%

④ AD

dementia

移行率
(%/前向き観察

年数)

83.3%/

8-10 年

15.7%/

3 年

27.9%/

2 年

⑤ preclinica

l AD発見率

(%)

2.1% 10.5% 4.2%

考察：

コホート II と III 研究では、コホート I

研究段階から協力関係にある「かかりつけ

医」（内科・循環器内科・リウマチ科・リ

ハビリテーション科・呼吸器科・精神科・

消化器内科ら）が主たる研究対象者のリク

ルートを担当した。コホート研究I参加時に

は認知症診療経験に乏しかったものの、大

学診療支援のもと臼杵医師会立コスモス病

院が中核となり認知症診療連携を展開する

中で継続的に診療や研究参加実績を積むこ

とで、診療技術向上判定指標①～⑤に裏付

けされるように、コホート II と III それぞ

れに適合した症例リクルートが実現できて

いることが判明した。

この知見は、地域連携の核となる「かか

りつけ医」への認知症診療継続支援の重要

性を示唆するとともに、コホートIII研究で

は血液バイオマーカー活用が診療・診療後

支援ツールとして「かかりつけ医」に受容

され、重要なリクルート向上因子となった

と考えられる。より簡便で血液よりも安価

な日常診療データによる脳内Aβ蓄積スクリ

ーニング法(Kimura N et al, Alzheimers Res 

Ther, 2025)のうすき石仏ネットへの導入は、

より強力な「かかりつけ医」診療・診療後

支援ツールとなりうると考えられた。今後、

コホート II と III データで精度検証を進め

るとともに、社会実装効果を検証が肝要で

ある。

2－2：唾液検体の有用性の検証

要約：

愛知フィールドの参加者を対象に、非侵

襲的に採取可能な唾液を用いたバイオマー
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カーの有用性を検証した。

スクリーニング参加者のうち同意が得ら

れた者から唾液を採取し、16S rRNA 解析に

より唾液細菌叢を評価した。同日に実施した

MMSE の結果を教師データとして、HC、MCI、

認知機能低下（DE）群間の β-diversity を

比較した。

553名中 507名が唾液検査に参加し、QC後

505検体を解析した。MMSEに基づく分類は、

HC 274 名、MCI 186 名、DE 45 名であった。

唾液細菌叢の β-diversity は HC と DE の間

で有意差を認めたが、HC と MCI の層別化は

十分ではなかった。

唾液検体は非侵襲的で採取が容易であり、

スクリーニング手法としての活用が期待さ

れる。本検討では、唾液細菌叢により認知

機能低下群の層別化が可能であることが示

唆された。今後は、内服薬等の交絡因子を

加味し、MCI の弁別能向上を検討する必要が

ある。

目的：

愛知フィールドの被検者を対象として、

非侵襲的に採取可能な唾液を用いた新しい

バイオマーカーを検証（バリデーション）

することを目的とした。

方法：

令和7年度愛知フィールド・スクリーニン

グ検査に際して、同意取得を得られた参加

者から唾液1ml採取を実施した。検体は室温

で順天堂大学に移送し、唾液から核酸を抽

出して細菌 16S保存領域を PCR増幅したのち、

次世代シークエンス法で菌種レベルでの発

現量を解析した。

結果：

愛知フィールドでスクリーニングを行った

553 名の中で、唾液解析にご参加いただいた

被検者は 507 名（唾液検査参加率 91.7%）で

あった。このうち核酸抽出後の QC(Quality 

Check)で２検体が不適格となった。不適格

原因は採取された唾液の量が1mlに満たなか

ったと思われる。

アルゴリズムに用いる教師データとして

は、同日に実施された MMSE の結果を解析に

用いた。MMSE で、健常（HC）と判断された

人数：274名、MCIと診断された人数：186名、

認知機能低下（DE）と診断された人数：45

名であった。

我々が開発した診断アルゴリズムを用いて

HC、MCI、DE それぞれの２群間比較を行い、

各グループ間の唾液細菌叢の多様性の違い

（β-diversity）を算出したところ、HC と

DE の間で 0.018 と優位に高い値が検出され

た。一方、HC と MCI の間では、多様性の違

いは0.427と十分に層別化できていなかった

（図 11）。

図 11.唾液細菌叢の β-diversity

考察：

唾液を検体として採取することは、ご自

宅でも可能であり、医療機関への負担は皆

無である。唾液はポストコロナ時代の非侵
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襲的スクリーニング検査として、医療機

関・医療者への負担は皆無である。唾液は

ポストコロナ時代の非侵襲的スクリーニン

グ法として活用が期待される。J-DEPP 事業

の一環として愛知フィールドの検体507例を

用いて解析したところ、HC と MCI との間で

層別化が不十分であった。我々は先行研究

で唾液細菌叢の情報に、内服薬などの交絡

因子を加味することで層別化の弁別能を向

上させることを報告した。これは、高齢者

の多くの方が内服されているスタチン等の

薬物が唾液細菌叢に影響を及ぼすためと考

えられている。得られた507例に対して、被

検者の交絡因子を収集することでバイオマ

ーカーとして精度を向上させられることが

期待される。

層別化の弁別能を向上させる目的で、い

ままで用手的に解析していたパイプライン

を、AWS 上で自動化するシステムを導入した。

図 12 に示すように、解析者は次世代シーク

エンサーで得られた解析データをアップロ

ードしたのちは、すべてのプロセスを自動

化することに成功した。解析者は弁別能向

上に必要な交絡因子について、解析結果を

確認しながら調整することが可能である。

今まで行っていたバリデーションにかかる

時間と労力を大幅に軽減することに成功し

た。今後、愛知フィールドの臨床付随情報

を交絡因子として検討することで HC と MCI

の層別化向上を検討したい。

結語として、非侵襲的に採取された唾液

を用いる細菌叢解析で、認知機能の層別化

が可能であることが示唆された。

図 12.自動解析パイプライン

2－3：ウェアラブルデバイスの有用性の検

証

要約：

リング型ウェアラブルデバイスにより、

生活行動・生理学的指標と認知機能、精神

心理症状との関連を検討した。

愛知フィールドの高齢者1,388名を対象に、

リング型ウェアラブルデバイス（図13）を5

日間装着し、歩数、睡眠、METs、脈拍、SpO2

等を測定した。併せて MMSE と精神心理症状

アンケートを実施し、認知機能群間の比較

および機械学習による精神心理症状の予測

を行った。

認知機能低下に伴い、日中の歩数は、有

意に減少し、睡眠指標では、昼寝時間の増

加、睡眠効率の低下、総睡眠時間の延長傾

向がみられた。精神心理症状の予測精度は

全体では限定的であったが、認知症疑い群

では抑うつ、無関心、易怒性で比較的高い

予測性能が認められた。

リング型ウェアラブルデバイスは、認知

機能低下に伴う活動量や睡眠変化を把握で

きる可能性がある。今後は症例数を増やし、

精神心理症状予測モデルの妥当性を検証す

る必要がある。
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図 13.リング型ウェアラブルデバイス

目的：

リング型ウェアラブルデバイスを用いて

生活行動指標や生理学的指標を測定し、認

知機能の程度によってそれらの指標に差異

があるかどうか、またそれらの指標で認知

症の初期段階から出現する可能性のある精

神心理症状（不安や無関心など）を予測可

能かどうか検討することを目的とした。

方法：

STEP1 に参加した愛知フィールドの高齢者

を対象に、リング型ウェアラブルデバイス

を配布し、24時間5日間連続装着を求めた。

生活行動指標として日中の歩数と睡眠関連

指標（時間・効率など）、代謝当量（METs）

が、生理学的指標として脈拍数と脈拍変動、

血中酸素飽和度（SpO2）、皮膚温度、呼吸

数が計測された。各指標については、計測

期間における1日平均と日間の変動が算出さ

れた。またウェアラブルデバイスによる計

測に加え、認知機能評価として MMSE と精神

心理症状に関するアンケート調査を実施し

た。MMSE は、〜23 点（認知症疑い）、24〜

27 点（MCI 疑い）、28〜30 点（正常）とし

て定義した。アンケート調査は、易刺激性、

不安、猜疑心、食行動異常、易怒性、無関

心、抑うつ、繰り返しの質問、常同行動、

支援への抵抗について聴取し、症状の有無で

2 値に分類した。

認知機能群間で生活行動指標や生理学的

指標に差異があるかを検討し、さらに各精

神心理症状を従属変数、ウェアラブルデバ

イスで取得した指標（平均と変動）を独立

変数とし、機械学習を用いて予測検証をし、

予測モデルにおける各生活行動指標や生理

学的指標の寄与度を SHAP 解析を用いて算出

した。

結果：

解析対象は 1,388 名（73.7 ± 5.5 歳、男

性 788 名（56.8%））であった。認知機能別

の内訳は次のとおりであった: 〜23 点（認

知症疑い）61 名、77.0 ± 5.8 歳、男性 46

名（75.4%）、MMSE 22.1 ± 1.4 点; 24〜27

点（MCI 疑い）413 名、75.1 ± 5.6 歳、 男

性 244 名（59.1%）、MMSE 25.8 ± 1.0 点; 

28〜30 点（正常）914 名、72.8 ± 5.2 歳、

男性 498 名（54.5%）、MMSE 29.1 ± 0.8 点。

精神心理症状についての群間比較の結果、

「疑い」と「食行動異常」の症状において

群間に有意な発症率の差が認められ（p < 

0.05）、「疑い」の症状はMCI疑い群におい

て有意に多く、正常群において有意に少な

かった。「食行動異常」の症状は正常群で

有意に多く、MCI 疑い群で有意に少なかった。

その他の不安や焦燥感などの精神心理症状

については、群間での有意差は認められな

かった。

一方、生活行動指標や生理学的指標につ

いては、「日中の歩数」において認知機能

レベルに応じた段階的な有意差を認め、正

常群と MCI 疑い群、MCI 疑い群と認知症疑い

群で有意な減少が認められた（p < 0.05）。

また、統計学的な有意差にまでは至らなか

ったものの、認知機能低下に伴い「昼寝時
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間」の増加、「睡眠効率」の低下、「総睡

眠時間」の延長、といった傾向が認められ

た。

各精神心理症状に対する予測検証につい

て、全体を通じた予測はAUC0.50前後に留ま

り、正常群、MCI 疑い群においてもやや AUC

の値は上昇するも同様の傾向を示した。一

方、認知症疑い群では、XGBoost を用いたモ

デルにおいて「抑うつ（AUC: 0.88）」や

「無関心（0.79）」、LDA を用いたモデルに

おいて「易怒性（0.80）」のように、一部

の精神心理症状において予測精度が比較的

高かった。最もAUCが高かった「抑うつ」の

症状に対する SHAP 解析では、「睡眠時間」、

「睡眠効率」、「日中の歩数」の寄与度が

高いことが明らかとなった（図 14）。

図 14.SHAP 解析の結果

考察：

生活行動指標や生理学的指標の群間差は

限定的であったものの、リング型ウェアラ

ブルデバイスの装着順守はどの群でも良好

であり、日常生活のモニタリングは認知機

能の程度によらず実施可能性があることが

示唆された。

精神心理症状の予測に関しては、全体お

よびMCI群では、ウェアラブルデバイスを用

いた予測精度は低かった。しかし、認知症

疑い群では、一部の機械学習モデルにおいて

AUC0.8 を超える高い予測性能が認められ、

日中の活動や睡眠パターンが特定の精神心

理症状と関連している可能性が示唆された。

しかしながら、認知症疑い群のサンプルサ

イズの制約による数値の不安定さも考慮さ

れるべきであり、今後は認知症疑い群の症

例数を蓄積し、モデルの汎用性を検証して

いく必要がある。昨年度の調査結果から、

認知機能低下があったとしても、実際に受

診につながったのは 7％であり、未受診者の

多くが「健康状態に自信があり、自分には

必要ないと感じたから」と回答していた。

ウェアラブルデバイスは日常生活を客観的

に捉えることができ、通常の日常生活から

認知症の初期症状を捉えることができるデ

ジタルバイオマーカーとして機能すれば、

受診に至っていない潜在的なリスク層に対

する認知症の早期発見・早期介入に寄与す

るツールとなり得る。
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STEP3: 自治体向けの手引きの改訂

目的：

昨年度作成した「認知症発症／進行リス

ク早期発見の手引き」について、自治体お

よび本人・家族の視点を反映した内容とす

るため、手引きの改訂を行うことを目的と

した。

方法：

全国の市区町村の認知症施策担当部署を

対象に、当該手引きの自治体事業における

活用可能性、および今後追加すべき内容を

把握することを目的として、アンケート調

査を実施した。

あわせて、昨年度に診断後支援まで接続

された患者本人・家族5組を対象に半構造化

面接を実施し、受診行動に影響する要因を

探索した。得られた結果を、手引きの改訂

内容に反映した。

さらに、令和6年度および令和7年度のJ-

DEPP 研究の結果を踏まえ、認知症の発症／

進行リスクの早期発見事業を自治体が実施

する際のモデルとして、J-DEPP モデルを作

成した。

結果：

全国の市区町村を対象としたアンケート

調査の結果、853 市区町村から同意および回

答が得られた。回答自治体の 79％が、本手

引きは認知症の早期発見に関わる事業を検

討・実施する際に役立つと回答した。

特に、計画段階や準備段階において参考

になるとの意見が多く寄せられた。なかで

も、「認知症・MCI の早期発見における自治

体の役割」および「先行事例紹介」など、

事業の進め方や実践例を示した章が、計

画・準備段階で有用であると評価された。

一方、今後の充実が求められる内容とし

て、以下が挙げられた。

①小規模自治体や高齢化率の高い自治体、

過疎地域における事例の追加、②精度の高

い認知機能スクリーニングツールや選択基

準、③診断後支援の具体的例、④費用対効

果や安価に行う方法、⑤医師会や専門医と

の連携に関する具体的な進め方

上記のアンケート結果を踏まえ、特に情

報の拡充が求められていた小規模自治体の

事例について、J-DEPP 研究参加自治体のう

ち、人口規模が1万人程度である秋田県羽後

町および鹿児島県垂水市の職員を対象にイ

ンタビュー調査を実施した。得られた取組

事例を、改訂版手引きにまとめた（図 15）。

図 15.改訂版手引きにおける取組事例

また、認知機能スクリーニングツールに
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ついては、J-DEPP 研究の各フィールドで使

用した検査を中心に、検査概要、所要時間、

費用、利点および課題を一覧表として整理

し、改訂版手引きにまとめた。

さらに、令和 6 年度の J-DEPP 研究に参加

し、スクリーニングツールによる受診勧奨

のため、血液バイオマーカー検査を含めた

評価を行う認知症専門医による特別外来

（J-DEPP 外来）を受診した患者と家族 5 組

を対象に、半構造化面接を実施した。その

結果、受診行動には、治療への期待、周囲

からの前向きな声かけ、相談先の分かりや

すさ、移動手段の制約、認知症に対するス

ティグマ等が関係していることが示唆され

た（表 9）。これらの内容を「当事者の声」

として手引きに反映した（図 16）。

表 9.受診行動に関わる要因と当事者・家族の声

受診行動

に関わる

要因

当事者・家族の声

治療への

期待

・「もの忘れ」は年齢のせい

なのでどうにもならないもの

と思っていました。しかし、

認知症の進行を遅らせること

ができる治療薬があると知

り、検査を受ける気になりま

した。

周囲から

の前向き

な声かけ

・すぐに命に関わることであ

れば受診しますが、もの忘れ

は今日、明日で命に関わるも

のではないため、なかなか受

診する気になれませんでし

た。しかし、家族が心配し、

「チャンスだから」と前向き

な言葉で勧めてくれたこと

で、受診に踏み出すことがで

きました。

相談先の

分かりや

すさ

・結果と一緒に「具体的な病

院名」を教えてもらえたおか

げで、どこに行けばいいか悩

まずに済みました。

・少し認知機能が下がってき

ていることに気づきました。

相談先も書いてあったため、

すぐに受診に移ることができ

ました。

・「もの忘れ科」という看板

を見かけることはなく、どこ

へ相談すべきかわかりません

でした。かかりつけの先生か

ら「専門のところで診てもら

っては？」と勧めてもらえた

ら、もっと安心して受診でき

ると思います。

移動手段

の制約

・家の近くで検査ができると

聞いて、行ってみようと思い

ました。

・移動手段がなく、家族に頼

らざるを得ないので受診がむ

ずかしく感じます。

認知症に

対するス

ティグマ

・検査はこっそりと受けたい

のが本音です。

・夫が認知症と診断され、近

所の方に打ち明けたところ、

その話が広まってしまいまし

た。周囲の視線が変わったよ

うに感じられ、夫本人も地域

の集まりに参加しづらくなっ

てしまいました。

図 16.改訂版手引きに反映した当事者の声

加えて、令和6年度および令和7年度のJ-

DEPP 研究の成果を基に、認知症の発症／進

行リスクの早期発見事業を PDCA サイクルに

沿って円滑に実施するための事業モデルと

して、J-DEPP モデルを作成した（図 17）。
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J-DEPP モデルは、Plan（事業計画・体制

準備）、Do（市民啓発・リクルート・検査

実施・結果通知・受診推奨・継続支援）、

Check & Action（事業評価・改善）の大きく

3 段階で構成される。あわせて、各段階で自

治体が確認すべき事項を整理したチェック

リストを作成し、改訂版手引きに反映した。

Plan（事業計画・体制準備）

事業目的を明確化し、受検率や受診率な

どの主要KPIを設定する。あわせて、地域医

師会、認知症疾患医療センター、大学病院

等と連携し、受診先となる医療機関の受け

皿を確保する。さらに、外部委託事業者や

ボランティア等の地域資源を活用し、効率

的な実施体制を構築する。

Do（市民啓発・リクルート・検査実施・結

果通知・受診推奨・継続支援）

市民啓発では、ホームページ、広報誌、

講演会等の多様な媒体を活用し、認知症や

早期受診の重要性、相談先等を周知する。

リクルートでは、ダイレクトメールや直

接の声かけ等、個別性の高い手法を活用し、

受検率の向上を図る。

検査実施では、地域特性に応じて会場型

または非会場型を選択し、特に会場型では、

対面での説明や操作支援を行うことで、受

検者の不安軽減および離脱防止を図る。

検査後は、結果通知のみにとどめず、検

査会場に医師や保健師等による相談ブース

を設置するほか、電話や面談等の「人を介

図 17.J-DEPP モデルと取組チェックリスト
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した」受診推奨を行い、具体的な受診方法

や相談先を提示する。

あわせて、受診行動のリマインドおよび

診断結果に応じたフォローアップを実施し、

必要に応じて、医療機関だけでなく地域の

介護予防事業や支援事業への接続を図る。

正常範囲であった者に対しても、定期的な

再受検の案内や継続的な啓発を行う。

Check & Action（事業評価）

事業全体を振り返り、主要KPIの達成状況

を評価する。その結果を次年度の事業計画

にフィードバックし、目標が達成できなか

った場合には計画を見直すことで、継続的

な改善を図る。

考察：

全国の市区町村を対象としたアンケート

調査の結果、本手引きは多くの自治体にお

いて、認知症の早期発見に関わる事業の計

画・準備段階で有用であることが示された。

一方で、小規模自治体や過疎地域におけ

る事例、スクリーニングツールの選択基準、

診断後支援の具体例、費用対効果、医療機

関との連携方法など、事業の立ち上げや実

施に直結する情報の充実や先行事例の提示

が、自治体にとって重要な支援となること

が示唆された。

また、当事者および家族へのインタビュ

ーからは、受診行動を促進する要因として、

家族からの前向きな働きかけ、治療に関す

る情報への期待、医療機関へのアクセスの

しやすさが示唆された。一方で、受診先が

分からないといった障壁も確認されたこと

から、受診推奨に際しては、受診の必要性

を伝えるだけでなく、具体的な相談先や受

診先を提示する個別支援や情報提供の重要

性が示された。

さらに、本事業で実施したスクリーニン

グから受診推奨、継続支援までの一連の流

れを、PDCA サイクルに沿って整理した「J-

DEPP モデル」を作成した。本モデルは、事

業計画、体制整備、市民啓発、リクルート、

検査実施、結果通知、受診推奨、継続支援、

評価・改善までのプロセスを可視化するも

のである。これにより、自治体が自地域の

体制や資源に応じて事業を設計・実施しや

すくなり、取組の再現性および実効性の向

上に寄与することが期待される。
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Ｄ．総合考察

本事業では、認知症の早期発見・早期介

入を地域で実装することを目的として、

STEP1 では全国の複数フィールドにおいて認

知症リスクの早期発見に関する実証研究、

STEP2 では血液バイオマーカーや唾液検査、

ウェアラブルデバイスを用いた新たな評価

手法の有用性の検証、STEP3 では自治体およ

び本人・家族の視点を重視した自治体向け

手引きの改訂を行った。

STEP1 では、スクリーニングから受診推奨、

精密検査受診、診断後支援に至るプロセス

において、受検率および受診率の向上に向

けた実践的課題が明らかとなった。特に、

ダイレクトメールや対面での声かけといっ

た個別性の高い手法では受検率が高い一方、

ポスターやWeb広告など不特定多数を対象と

した手法では受検率が低く、対象者がスク

リーニング検査を自身に関わる問題として

認識しにくいことが示唆された。また、受

診推奨基準の見直し、受診推奨画面の視認

性改善、専門職による対面での個別介入が、

受診率および陽性反応的中度の向上に寄与

した可能性が示唆された。一方で、受診推

奨自体が十分に認識されていないケースも

存在し、受診推奨を対象者が確実に認識し、

理解できるような情報提示方法や支援体制

の工夫の重要性が示された。

STEP2 では、血液バイオマーカー、唾液検

査、ウェアラブルデバイスといった新たな

評価手法の有用性について検討を行った。

血液バイオマーカーについては、愛知フィ

ールドでは MCI 者における AD 病理、神経炎

症、神経変性の評価および認知機能低下リ

スクの層別化に有用である可能性が示され、

東北フィールドでは地域在住高齢者におい

て、認知機能、脳構造、代謝・心血管機能

など異なる病態側面を反映する可能性が示

された。また、大分フィールドでは、かか

りつけ医を中心とした地域連携の中で、血

液バイオマーカーや脳内Aβ蓄積予測判定検

査が、診断および診断後支援を補完する手

段となり得ることが示唆された。唾液検査

では、非侵襲的で採取が容易な検体として、

認知機能低下群の層別化に活用できる可能

性が示されたが、MCI の弁別能向上には内服

薬等の交絡因子を加味した検討が必要であ

る。ウェアラブルデバイスでは、認知機能

低下に伴う歩数減少や睡眠指標の変化を把

握できる可能性が示され、日常生活下での

継続的モニタリングによるデジタルバイオ

マーカーとしての発展が期待される。以上

より、これらの新たな評価手法は、認知症

リスクの精度の高い評価、対象者の層別化、

診断後支援の補完に資する重要な知見であ

り、今後のスクリーニングの高度化に向け

た基盤となるものである。

STEP3 では、自治体向け手引きの改訂を通

じて、自治体および本人・家族の視点を踏

まえた実装課題の整理と対応策の具体化を

行った。全国853自治体からの調査結果より、

手引きは主に計画・準備段階において有用

であると評価された一方で、小規模自治体

の事例、スクリーニングツールの選択基準、

診断後支援の具体例、費用対効果、医療機

関との連携方法など、より実務に即した情

報の充実が求められていることが明らかと

なった。また、当事者・家族へのインタビ

ューからは、受診行動には家族の関与や治

療への期待が影響する一方で、受診先が分

からないといった障壁も存在することが示

された。さらに、令和 6年度および 7年度の
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事業で得られた知見を踏まえ、事業計画か

ら評価までのプロセスを体系化した「J-DEPP

モデル」を作成し、チェックリストと合わ

せて手引きに含めた。

J-DEPP モデルでは、リクルートにおいて

ダイレクトメールや対面支援などの個別性

の高いアプローチを用いることで受検率の

向上を図ることを重視している。スクリー

ニングの実施および受診推奨においては、

会場型を基本としつつ、相談機能や人的支

援を組み合わせることで、医療機関への受

診や地域支援への円滑な接続を促すことを

特徴とする。さらに、早期受診の意義に関

する啓発を通じて、認知症に対するスティ

グマの軽減と理解促進を図ることを重要な

要素として位置づけている。また、スクリ

ーニング検査の精度には限界があることを

前提とし、単回評価ではなく継続的な受検

を促す仕組みの構築が重要である。加えて、

支援の出口を医療機関受診のみに限定せず、

介護予防事業や地域支援事業への接続を含

めた多層的な対応が必要である。

本事業で作成した J-DEPP モデルは、自治

体における認知症の早期発見・早期介入の

実施フローを具体化した実践的な枠組みで

あり、今後の地域における事業実施に広く

参考にされることが期待される。

Ｅ．結論

本事業では、昨年度の結果を踏まえ、受

診推奨基準の見直しや受診推奨画面の視認

性改善、専門職による対面での個別介入等

を行った結果、受診率の一定の改善が認め

られた。一方で、対象者が受診推奨を十分

に認識できていないケースも確認され、受

診推奨を確実に伝達し、理解を促す仕組み

づくりが今後の課題として明らかとなった。

また、血液バイオマーカー、唾液検査、ウ

ェアラブルデバイスは、認知症リスクの層

別化や日常生活下でのリスク把握を補完す

る評価手法として活用できる可能性が示さ

れた。

これらを踏まえ、本事業では認知症の早

期発見から介入・支援に至る実施フローを

体系化した「J-DEPP モデル」を構築した。

本モデルは、自治体の特性に応じて適宜修

正を加えながら活用され、地域における取

組として広く展開されることが期待される。
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＜各フィールドからの報告＞

北海道フィールド

令和7年度の北海道フィールドでは、札幌

市、当別町、新篠津村の3自治体において体

制構築を行った。札幌市では、札幌医科大

学附属病院（認知症疾患医療センター）お

よび札幌市保健福祉局介護保険課へ事前説

明と協力依頼を行い、札幌市医師会への説

明を経て事業を展開した。当別町と新篠津

村では、当該地域の認知症疾患医療センタ

ーが設置されている江別市立病院および江

別すずらん病院、両自治体および江別医師

会に事前説明と協力依頼を行い、事業を展

開した。

フローに関して、いずれの自治体も認知

機能のスクリーニングには sf-FAT（脳の健

康度チェック）を使用した。受診推奨は、

NCGG が定める認知機能低下のカットオフ

（年代および教育歴別の平均得点より1.5標

準偏差以上下回った場合）に基づき実施し

た。令和 7 年度からは、sf-FAT を使用した

他フィールドと同様に、記憶力、注意力、

ワーキングメモリ、処理能力のうち「2 領域

以上」において機能低下が認められた場合

に、上記病院への受診を推奨する通知を行

った。

令和7年度の北海道フィールド全体では、

リクルート人数 30,503 名、受検者数 519 名

（受検率 1.7%）、受診推奨対象者 51 名（推

奨率 9.8%）であった。自治体別では、札幌

市は、新聞折込チラシ（図 18）による非対

面リクルートに加え、講演会での対面リク

ルートを行った。その結果、リクルート人数

23,741 名、受検者 398 名（受検率 1.7%）、

受診推奨対象者 38 名（推奨率 9.5%）であっ

た。当別町は、新聞折込チラシとポスター

掲示、さらに自治体広報誌への掲載を併用

した非対面リクルートに加え、運動教室や

集団健診などでの対面リクルートを行った。

その結果、リクルート人数5,632名、受検者

101名（受検率 1.8%）、受診推奨対象者 9名

（推奨率 8.9%）であった。新篠津村は、新

聞折込チラシとポスター掲示、さらに自治

体広報誌への掲載を併用した非対面リクル

ートに加え、自治体の健康イベントでの対

面リクルートを行った。その結果、リクル

ート人数 1,130 名、受検者 20 名（受検率

1.8%）、受診推奨対象者 4 名（推奨率 20.0%）

であった。

1 人当たりの費用としては、札幌市で約

1,690 円、当別町で約 479 円、新篠津村で約

1,258 円であった。受診から診断、診断後支

援としては、札幌医科大学の事務局に問い

合わせ用の電話窓口を設置し、事業期間中

にわたって受検および受診に関するタイム

リーな対応を行った。

令和6年度の課題として、チラシやポスタ

ーでリクルートした場合の受検率の低さが

挙げられた。これを受け、令和7年度は自治

体とのさらなる連携や、自治体広報誌への

掲載、自治体による対面イベントでのリク

ルートを強化した。その結果、令和7年度の

受検率は令和 6 年度の 0.4%から 1.7%へと向

上し、工夫による成果が確認された。

以上の成果を踏まえ、sf-FAT をはじめと

する非対面でのスクリーニング検査は、い

つでも無料で検査可能であるため、一次ス

クリーニングとして大きな強みであると考

えられる。特に、積雪寒冷地域では、検査

へ出向くことが困難な高齢者や、移動中の

転倒リスクが高い高齢者にとって、重要な

受け皿となるメリットもある。今後の展望

として受検に至るまでの心理的および技術

的なハードルを少しでも下げるために、自

治体や医療機関にとどまらず地域レベルで

のさらなる働きかけが必要と思われる。

図 18.北海道フィールドで用いたチラシ
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秋田フィールド

秋田フィールドでは、以下の計 19 自治体

において、スクリーニング検査を実施した。

秋田市、羽後町、大潟村、潟上市、上小阿

仁村、小坂町、にかほ市、八郎潟町、三種

町、横手市、鹿角市、湯沢市、大館市、仙

北市、能代市、男鹿市、井川町、五城目町、

由利本荘市。調査対象は各地域に居住する

一般住民とし、参加者の募集は会場型と非

会場型の2つの方法により行った。ただし秋

田県庁ホームページで本検査について紹介

されており、秋田県全域に受検者を募集し

ている状況である。

会場型の調査では、協力自治体が保有す

る住民情報を基に、郵送にて認知機能検査

への参加を依頼する案内を送付し、返信に

より参加希望を募る形式であった。その後、

参加希望者には個別に日程案内を行い、指

定会場にて電子的デバイスを使用した検査

を実施した。この会場型調査は、協力を得

た全自治体において実施された。特に、老

人クラブでの茶話会や、認知症予防体操の

集まりなど、地域住民が集まる既存のコミ

ュニティ活動に機器を持ち込む形で検査を

実施した点は、本調査の特色の一つであ

る。

非会場型の 1 つ目の方法は、ポスターの

掲示によるものであり、ポスターには認知

機能検査参加用の二次元バーコードを掲載

した。秋田県庁に協力を要請し、県の公式

ウェブサイト「美の国あきたネット」にお

いても本調査のポスターを秋田県全域に対

して掲載した。また、羽後町および潟上市

においては、市役所や公民館などの公共施

設にポスターを掲示した。加えて、各自治

体の広報誌や市報などにも二次元バーコー

ドを掲載し、住民への周知を図った。

2 つ目の方法は、自治体が保有する住民

情報をもとに、認知機能検査の対象となる

住民に対して、自治体より二次元バーコー

ドを記載した案内文書を郵送する DM 型であ

った。例えば、横手市においては、市内在

住の高齢者を対象に広く周知を図るため、

郵送による案内を実施した。また、潟上市

では、介護保険関連の案内書類に、本調査

の紹介文書を同封する形で対象者に配布し

た（図 19）。

令和 8 年 1 月 7 日時点における受検者数

は、合計で515名であった。推定リクルート

数は、秋田市約 98,200 名、羽後町約 5,600

名、大潟村約 1,000 名、潟上市約 11,200 名、

鹿角市約 11,500 名、上小阿仁村約 1,000 名、

小坂町約 2,000名、にかほ市約 9,000名、八

郎潟町約 2,400名、三種町約 6,800名、横手

市約 33,100名、湯沢市約 17,000名、大館市

約 26,600名、仙北市約 10,400名、能代市約

20,000 名、男鹿市約 11,700 名、井川町約

1,900 名、五城目町約 3,900 名、由利本荘市

約 27,700 名合計約 301,000 名である。認知

機能検査には、NCGG が開発した sf-FAT を用

いた。sf-FAT における複数の検査項目のう

ち、基準を下回る場合を軽度認知障害（MCI）

と判定した。また、sf-FAT の結果に基づき、

「認知機能の低下が疑われます」と判断さ

れた者を受診推奨対象者と定義し、その割

合を算出した。

その結果、19 市町村の受診推奨対象者の

平均割合は 31.1%であった。なお、実際に医

療機関を受診した者の数は約 10 数例にとど

まった。

調査実施に際して現場で得られた参加者

からの主な意見としては、以下のような ICT
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リテラシーに関する困難が報告された：

「スマートフォンやタブレット端末を使用

した経験がない」、「家庭にインターネッ

ト環境が整っていない」、「二次元バーコ

ードの読み取り方法が分からない」、「漢

字変換やカタカナ入力などの文字入力操作

に不慣れである」、「アプリの文字が小さ

くて読みづらい」、「タブレットのタッチ

操作がうまくできない」、「画面のスクロ

ール方法が分からない」などである。

参加方法別の平均内訳は、ポスターから

の参加が 0.8%、チラシ・手紙による案内か

らの参加が 93.2%、会場での案内による参加

が 5.8%であった。また、調査実施に係る主

な経費としては、各自治体やリクルート方

法により異なっているが、会場型約 11,000

円、非会場型約3,000円であった。経費の内

訳は、認知機能検査に使用するタブレット

端末やスマートフォン、インターネット接

続用のWi-Fiルーター、検査結果の印刷用ポ

ータブルプリンター、並びにポスターやチ

ラシの印刷代、案内文書の郵送に係る郵送

費などが挙げられる。

前年度の課題として、スクリーニング数

を高め、参加者数を増加させるという課題

があった。今年度はこの課題を解決するた

め、受検率および受診率向上のための工夫

として以下を実施した。(1)住民説明会の開

催や市民公開講座、広報誌などでより積極

的に周知する。(2)受診推奨者には会場型に

おいて対面相談コーナーを設け、受診率の

改善を図った。(3)自治体の介護保険担当部

署と連携し、「介護予防教室」と併せてス

クリーニングを行うことで参加障壁を低減

した。さらに効率的なリクルートを行うた

めに、地域医療機関との連携強化を目的と

して、今年度は以下の医師会と協議・調整

を実施した。秋田県医師会、秋田市医師会、

横手市医師会、潟上市医師会、湯沢市医師

会、大館市医師会。医師会との連携により、

スクリーニング後の精査受診先の確保や地

域医療連携体制の構築を試みた。

さらに、今年度は高齢者がデジタルデバ

イスに不慣れであるという課題を解決する

ために、以下の対応を行った。(1)マンツー

マンのサポート体制：受検者1名につき担当

者1名を配置し、操作支援を行うことで誤操

作によるデータ誤差を最小化した。(2)デバ

イス側の改良：タブレットの画面サイズの

大型化、タッチペン選択方式の導入により

操作性を改善した。(3)アプリ側の改良：フ

ォントサイズの大型化、提示図表の画面中

央への配置、UI の簡略化など、NCGG と協働

して利用者負担の軽減を図った。

今後の展望として、診断後支援の重要性

があげられる。令和 8年 3月末現在、本研究

代表者の所属する病院に 約 13 名 が本スク

リーニング結果を受けて受診し、認知機能

の精査を開始している。今後は以下の方針

で診断後支援を展開する必要がある。

1.MCIや認知症の診断精度向上と継続評価

2.抗アミロイド抗体療法の適応者・非適応

者の課題の違いを整理し、必要な診断後支

援体制モデルの構築 3.ウェアラブルデバイ

スを用い、認知機能低下した方々の日常生

活動作（歩行量、睡眠、生活リズムなど）

の変化を把握し、生活指導への活用を目指

す。来年度は診断後支援を「医療＋生活支

援」の両面で最適化する計画である。

以上より、本研究は、秋田県という地域

社会で認知症リスクを早期発見する仕組み

を実証的に検討した点で意義が大きいと考
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える。

まず、多自治体での横断的なスクリーニ

ング体制が実装できたことは、今後の県全

体への展開可能性を示すものである。また、

高齢者に対するデジタルデバイス使用は大

きな課題であったが、マンツーマン支援と

UI 改良により、操作負担を最小化できたこ

とは重要な成果である。地域高齢者のICTリ

テラシーに配慮した設計は、全国的にも普

遍性が高いアプローチと考えられる。

次に、スクリーニングから医療受診につ

なげるという「行動変容」を生み出せた点

は評価できる。自治体の広報体制や医師会

との連携により住民の理解が得られやすく、

また対面型の相談コーナーの設置は受診率

向上の基盤となった。今後は、フォローア

ップ体制を体系化し、受診推奨後の追跡方

法を標準化することが望まれる。

また、診断後支援については、抗アミロ

イド抗体療法の登場により、患者の層別化

に応じた個別支援が求められる時代に入っ

た。本研究では、適応者・非適応者で必要

な支援内容が異なるという課題を明確にで

きた点が大きい。ウェアラブルデバイスを

用いた生活データ取得は、認知症の早期段

階での生活改善介入の根拠となる情報を得

られる可能性が高く、来年度の発展が期待

される。

総じて、本研究は地域住民の認知症予

防・早期発見に向けた総合的なフロー構築

に寄与しており、今後は県全体への展開、

医療・介護との統合的支援体制、医療デー

タとの連結など、より持続可能なモデルの

構築が課題となる。

図 19.秋田フィールドで用いたチラシ
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つくばフィールド

本フィールドでは、筑波大学が実施して

いる「つくばハピネスライフ研究」（地域

在住住民を対象とした大規模コホート研究）

を基盤とし、既存コホートを活用した効率

的な認知症スクリーニングモデルの検証を

目的として実施した。特に本研究では、従

来の新規リクルート型のスクリーニングと

は異なり、既に一定の健康意識を有するコ

ホート参加者の中から未フォロー層を抽出

することで、限られた資源の中で効率的に

対象者へアプローチする戦略を採用した。

対象者は、同コホートにおける郵送調査

「つくば市民のための健康と生活調査」に

回答したものの、その後の健診（会場調査）

に未参加であった 60 歳以上の者とした。す

なわち、本研究では「既存コホート参加者

のうち、未フォロー層」に焦点を当てるこ

とで、潜在的に健康リスクを有する可能性

のある集団に対して重点的にスクリーニン

グを行う設計とした。また、リクルート方

法としては、ダイレクトメール（DM）に認

知機能検査参加用の二次元バーコードを付

与し、スマートフォンやタブレット端末を

用いてWeb上で検査に参加できる仕組みとし

た（図 20）。この手法により、会場設営や

人的配置を必要としない低コスト運用を実

現するとともに、対象者が自宅で参加可能

な柔軟性を確保した。

研究の実施にあたっては、つくばフィー

ルド版研究計画書を作成し、令和 6年 8月に

倫理審査申請を行い、10 月 24 日に承認を得

た。その後、対象者抽出、発送準備等を経

て、12 月上旬までに案内文書の発送を完了

した。リクルート対象者数は3,228名であり、

そのうち489名がスクリーニング検査に参加

し、受検率は 15.1％であった。この受検率

は、非会場型かつ単回通知という条件下に

おいては比較的高い水準であり、対象者選

定の工夫およびコホート基盤の活用が奏功

した可能性が示唆される。

認知機能のスクリーニングには、NCGG が

開発した sf-FAT を用いた。本検査は記憶力、

注意力、ワーキングメモリ、処理速度など

複数領域を評価可能であり、地域在住高齢

者における認知機能低下の早期検出に有用

であることが報告されている。本研究では、

各領域において年齢および教育歴を考慮し

た基準値から一定以上低下した場合を「認

知機能低下疑い」と判定し、受診推奨対象

者と定義した。その結果、489 名中 47 名

（9.6％）が該当した。

本フィールドの特徴として、受検率15.1％

という比較的高い参加率を、1 人当たり

146.2 円という極めて低コストで実現した点

が挙げられる。費用の主な内訳はチラシ作

成費および郵送費であり、会場運営や人件

費を伴う従来型の手法と比較して大幅なコ

スト削減が可能であった。この結果は、既

存コホートデータを活用した対象者の精緻

な抽出および DM と Web を組み合わせた効率

的なリクルート手法が、費用対効果の高い

スクリーニングモデルとして有用であるこ

とを示唆している。

一方で、調査実施過程においては、「ス

マートフォンやタブレット端末の使用経験

がない」「インターネット環境が整ってい

ない」「二次元バーコードの読み取り方法

が分からない」といった問い合わせが一定

数見られ、高齢者におけるデジタルデバイ

ス利用の障壁が明らかとなった。また、同

様に郵送形式で実施している「つくばハピ



55

ネスライフ研究」の調査参加率（約 25％）

と比較すると、本研究の受検率はやや低い

水準にとどまっており、その背景として、

Web 参加に伴う心理的・操作的負担、ならび

に単回通知によるリマインド不足が影響し

た可能性が考えられる。

以上を踏まえると、本モデルは低コスト

かつ一定の参加率を確保できる効率的なス

クリーニング手法である一方、デジタル手

法単独では高齢者の参加を制限する可能性

があることが示唆された。今後は、受検率

向上に向けた再通知（リマインド）の導入

や、郵送に加えて自治体広報、地域コミュ

ニティ、医療機関等を活用した多チャネル

による周知の強化が必要である。また、本

研究では対象者を既存コホート参加者に限

定したが、社会実装および一般化可能性の

観点からは、自治体との連携により対象範

囲を地域全体へ拡大することが重要である。

さらに、デジタル機器の利用が困難な層に

対しては、会場型検査や対面支援を組み合

わせたハイブリッド型のスクリーニング体

制の構築も検討すべきである。

本研究の意義としては、第一に、既存コ

ホートを活用した効率的な認知症リスクス

クリーニングモデルの有用性を実証的に示

した点が挙げられる。第二に、市民に対し

て認知症の早期発見の重要性を周知し、意

識啓発の契機を提供した点である。今後は、

こうした成果を基盤として、より多様な参

加手段と支援体制を組み合わせることによ

り、持続可能かつ実効性の高い地域認知症

予防モデルの構築を目指す必要がある。

図 20.つくばフィールドで用いたチラシ

東京・神奈川フィールド

東京・神奈川フィールドでは認知機能ス

クリーニング事業として3種の取り組み（神

奈川フィールド、東京フィールド（集団版

認知検査）、東京フィールド（個別認知検

査））を実施してきた。今年度は昨年度ま

での成果をふまえ東京フィールド（集団版

認知検査）を実施した。

今年度は、主な実施形態として、地域密

着型イベントにおける集団認知機能検査

（PAPLICA）を実施し、参考データとして昨

年度と同様に介護予防事業においても

PAPLICA を併せて実施した。PAPLICA は数字

をなるべく早く記入する処理速度課題、数

字とひらがなを交互に記入する認知的柔軟

性課題、時計描画課題、時計模写課題、単
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語記憶課題、絵の手がかかり記憶課題、音

韻語想起課題、意味語想起課題、類似課題

の検査課題から5つの認知領域の評価を行う

検査であり、年齢標準値に基づく評価が行

われ、所要時間は約 25 分であった。総合得

点において年齢標準値から1.5標準偏差の低

下があった場合を認知機能低下のフォロー

アップ対象として設定した。検査は専用の

検査用紙と鉛筆を用いて実施され、集団で

の実施が可能であるため、1 回の検査機会に

つき数名から数十名が同時に参加した。検

査後に検査用紙を回収し、採点後に郵送に

て個別に結果返却を行った。認知機能低下

のフォローアップは個別に架電にて実施さ

れた。

地域密着型イベントとして実施したフィ

ールドのうち、東京都豊島区では 69 名が

PAPLICA を受検し、そのうち 11 名（15.9%）

が受診推奨対象者と判定された。豊島区で

は自治体職員および関連する地域施設職員

とともに地域在住高齢者の参加を促進する

チラシ作成を工夫した（図 21）。東京都品

川区では 28 名が受検し、受診推奨対象者は

0 名であった。これら地域密着型イベントに

おける2フィールドを合算すると、受検者数

は 97名であり、受診推奨対象者数は 11名、

全体に占める割合は 11.3%であった。次に、

参考データとして実施した介護予防事業に

おける PAPLICA では、108 名が受検し、その

うち8名（7.4%）が認知機能低下が疑われる

受診推奨対象者と判定された。

図 21.東京・神奈川フィールドで用いたチラ

シ

東京・神奈川フィールドにおける前年度

の課題として、①受検者の多くが介護予防

事業参加者など健康度の高い高齢者に偏っ

ていたこと、②その結果として認知機能低

下が疑われる者の割合が低く、受診勧奨対

象者の抽出効率が限定的であったこと、③

受診勧奨後のフォローにおいて架電による

対応が中心であったものの、詐欺や勧誘に

対する警戒感から電話対応への拒否が一定

数認められ、受診行動につながりにくい点

が挙げられた。

これらの課題に対し、今年度は以下の工夫

を行った。まず、受検者の母集団を見直し、

介護予防事業参加者を主対象とするのでは

なく、地域密着型イベントを主軸とするこ

とで、より幅広い層、特に認知機能低下リ
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スクを有する可能性のある層が参加しやす

い実施形態へと変更した。加えて、検査方

法をPAPLICAに統一することで、母集団の違

いによる影響を比較可能な計画とした。さ

らに、結果返却は郵送を基本とし、リスク

者に対しては個別架電を併用するフォロー

体制を継続しつつ、事前説明や郵送による

通知を強化することで、架電への心理的ハ

ードル低減を図った。

これらの工夫の結果、認知機能低下が疑

われる者の割合は、昨年度度東京フィール

ドの集団検査（6.0%）と比較して、今年度

地域密着型イベントでは地域差はあるもの

の合計11.3%（11/97）と約2倍に増加した。

また、同一年度内においても、地域密着型

イベント（13.4%）は介護予防事業型（7.4%）

と比較して約1.8倍の割合であり、母集団の

違いが検出率に大きく影響することが示さ

れた。なお、品川区では受診推奨対象者が

認められなかったことから、同一実施形態

であっても地域特性や参加者構成の違いに

より結果が大きく変動することが示唆され

た。これにより、限られた資源の中で効率

的に受診勧奨対象者を抽出する体制が構築

されたと考えられる。

一方で、受診率については、昨年度にお

いて受診勧奨対象 19 名中 3 名の受診が確認

されているものの、今年度は倫理審査上の

制約により受診勧奨ではなく情報提供とな

り十分な追跡が困難となったことから、豊

島区において受診推奨対象 11 名中 1 名（9%）

の受診にとどまっている。これは、受診勧

奨の方法そのものに加え、フォローアップ

体制や倫理的制約が受診行動に影響を及ぼ

す可能性を示唆するものである。

以上より、本研究からは、認知機能スク

リーニングの成果は検査方法そのものより

も対象母集団の特性に強く規定されること、

また受診率向上のためには単なる受診勧奨

にとどまらず、住民の心理的抵抗感や制度

的制約を踏まえたフォローアップ体制の設

計が不可欠であることが明らかとなった。

今後の展望としては、①母集団のリスク

特性に応じた多層的スクリーニングモデル

（自己実施型・集団検査・個別検査）の構

築、②郵送を基盤としつつ多様な接触手段

を組み合わせたフォローアップ体制の設計、

③MCI 段階の対象者に対する非薬理的介入お

よび地域資源への導線整備、④疾患修飾薬

の適応外となる対象者を含めた包括的な予

防サービスの拡充が必要であると考えられ

る。

愛知フィールド

愛知フィールドでは、愛知県内の4自治体

において検証を実施した。対象自治体は以

下の通りである。刈谷市、大府市、碧南市、

阿久比町。各自治体にて会場型、非会場型

のリクルート方法にて検証を行った（表

10）。

表 10.愛知フィールドのリクルート・スクリ

ーニング方法

自治体
リクルート

方法

スクリーニン

グ方法

刈谷市 DM 型 会場型

大府市
DM 型/Web

広告型
非会場型

碧南市 広報折込型 非会場型

阿久比町 広報折込型 非会場型
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非会場型ではポスター、チラシ（図 22-1）

および Web 広告（図 22-2）を使用した。

図 22-1.愛知フィールドの DM 型、広報折込

型で用いたチラシ

図 22-2.愛知フィールドの Web 広告型で用い

た画面

実施に先立ち、各自治体に訪問し本研究

事業に関する説明を行った。説明の際には、

認知症について、リスクの高い方の早期発

見の重要性、本研究事業の概要を説明した。

自治体への説明後に各自治体の医師会へ説

明に伺った。説明の際には、本研究事業の

概要、スクリーニング検査にて認知機能低

下が疑われた場合に受診推奨を行う旨、認

知症疾患医療センターとして NCGG で受け入

れ体制があることについてお伝えした。医

師会からは、紹介状の必要性、本人から連

絡で良いか、低下している認知機能は把握

できるか、受診後の情報共有などについて

質問があった。

スクリーニング検査は会場型では NCGG-

FAT (National Center for Geriatrics and 

Gerontology–Functional Assessment Tool)

を使用した。NCGG-FAT は単語記憶、注意、

遂行、処理速度、ワーキングメモリを測定

可能である。NCGG-FAT はこれまでに外的妥

当性や再現性、認知症発症リスク、Aβ タン

パ ク と の 関 連 性 が 報 告 さ れ て い る

（Makizako H., et al. 2013, Shimada H., 

et al. 2013, 2017, 2023，Katayama O., et 

al. 2026）。NCGG-FAT は地域在住高齢者約

20,000 名のデータベースを用いて 5 歳年齢

階級と教育年数から平均値が定められてい

る。非会場型ではスマートフォンで実施可

能な sf-FAT (short form NCGG-FAT) および

CQ test®（Cognitive Quotient test） を使

用した。Sf-FAT については、今年度の実施

前に令和 6 年度 J-DEPP の実施状況、ならび

にユーザーらの意見を参考に、受検率・受

診率向上などを目指したUI/UXの改善を実施

した。以下ではそれらの改修内容を整理す

る。 CQ test®については株式会社 Splink の

開発するセルフチェック型認知機能テスト
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であり、こちらも同様に令和 6 年度 J-DEPP

研究にて NCGG-FAT や MMSEとの相関を検証し、

以下の Web 広告型にて運用した。

＜受検率向上対策＞

1. スマートフォンやタブレットの端末操

作に対する心理的負担を軽減するため、検

査開始前の基本情報入力画面を Step 型に変

更し、プログレスバーを表示

2. 検査画面の視認性・操作性向上のため

に、文字サイズ拡大とボタン位置を修正

3. リロードによる検査停止を防止するた

め、検査中のリロード機能を停止

＜受診率向上対策＞

4. 認知症に対する正しい理解を促進する

ため、検査結果画面に認知症予防に関する

啓発動画を挿入

5. 検査結果の視認性向上のため、検査結

果画面、ならびに結果報告書のデザインを

刷新（正常/やや低下/低下）

6. 端末の操作負担を軽減するため、検査

結果が”低下”だった場合の認知症疾患セ

ンター等へ電話アクセスプロセスを簡略化

7. 認知症や MCI に対する正しい理解を促

進するため、MCI ハンドブックの URL アクセ

スプロセスを簡略化

＜その他＞

8. 認知症の予防行動促進のために、検査

結果画面、ならびに結果報告書にオンライ

ン通いの場アプリの紹介を挿入

改修後のユーザー意見として、「結果

がわかりやすい」、「自分の現状を知るき

っかけとして良い検査である」、「認知症

に関する動画のおかげで認知症予防の重要

性が理解できた」等の肯定的な意見を得た。

本研究事業では、各認知機能において平均

値から1.5標準偏差以上の低下を認めた場合

を認知機能低下と定義した。昨年度の血液

バイオマーカーとの関連分析の結果を踏ま

え、4 つの認知機能検査のうち２つ以上で認

知機能低下があった場合を受診推奨の対象

とした（図 22-3）。

図 22-3.sf-FAT の開始画面と受診推奨画面

令和 8 年 3 月 31 日時点における愛知フィ

ールド全体のリクルート人数は 55,658 名で

受検者数は 3,613 名（受検率は 6.5%）、受

診推奨対象者数は249名（受診推奨率6.9%）

であった。会場型の刈谷市では、リクルー

ト人数 10,450 名、受検者 1,207 名（受検率

11.6%）、受診推奨対象者18名（受診推奨率

1.5%）であった。非会場型のうちDM型とWeb

広告型の大府市ではそれぞれリクルート人

数：DM型 20,131 名、Web 広告型 13,967 名、

受検者：DM 型 2,004 名、Web 広告型 32 名、

（受検率：DM型 10.0%、Web広告型 0.2%）、

受診推奨対象者：DM 型 195 名、Web 広告型 0

名、（受診推奨率：DM 型 9.7%、Web 広告型

0%）であった。広報折込型について、碧南

市ではリクルート人数17,402名、受検者209

名（受検率 1.2%）、受診推奨対象者 21 名

（受診推奨率 10.0%）であったのに対し、阿
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久比町ではリクルート人数7,675名、受検者

193 名（受検率 2.5%）、受診推奨対象者 15

名（受診推奨率7.8%）であった。1人当たり

の費用は、会場型で実施した刈谷市で 3,362

円、DM 型と Web 広告型にて実施した大府市

ではそれぞれ DM型：3,451円、Web広告型：

3,084 円であった。広報折込型では、折込を

外部業者に委託した碧南市で719円、委託の

なかった阿久比町で 311 円であった。

受検率について、会場型と DM 型において

高かった要因としては、会場型ではスタッ

フが直接フォローできたこと、DM 型では個

人宛にチラシが届き受検の必要性が示唆さ

れていたことが影響していると考えられる。

また、会場型で受診推奨率が低い傾向にあ

るのは、受検者が検査に集中しやすく、ス

タッフによるサポート環境が整っていたこ

とが影響している可能性がある。

費用対効果としては会場型と DM 型で大き

な差はなかった。したがって受検率を高め

るという点では会場型での実施が推奨され

るが、会場や人材養成と確保などが発生す

る。広報折込型は費用対効果が高く見える

ものの受検率は低かった。広報折込型はチ

ラシが個人宛に届くものではなかったため、

自分自身のことだという意識が生まれにく

かった可能性が考えられた。さらにWeb広告

型において、リクルート人数という点では

費用対効果は高かったが受検率が低かった。

その要因は高齢者がWeb広告を開くことに対

し、未知のリンクやデジタルコンテンツに

対する心理的ハードル、慎重な情報選択な

どが影響した可能性が考えられた。以上よ

り、自治体の健診事業などと組み合わせて

実施することが良いことが示唆されるが、

自治体の体制に鑑みて適切なリクルート方

法を選択する必要がある。

愛知フィールドでは、会場型、DM 型、Web

広告型、広報折込型を実施したが、それぞ

れ異なる課題が確認された。以下では、そ

れらの課題を段階別に整理する。

1．リクルート

対象者を募集し、検査を開始するまでの

段階では、会場型においては人的・施設コ

スト面が課題としてあがった。自治体との

調整や会場確保、スタッフの育成・手配な

ど、運営にかかる負担が大きく、自治体単

独で開催するのは難しいと言える。DM 型で

は会場型に比べて受検率はやや低いが、広

報と一緒にチラシを折り込んだ広報折込型

と比べると明らかに受検率は高かった。DM

型では宛名が本人であるため、高い受検率

につながったと考えられる。一方、広報折

込型では世帯宛に届くため、本事業の対象

である高齢者に必ずしも届いていないとい

う可能性が考えられた。今年度、初めて導

入したWeb広告型では、スマートフォン等に

おける対象自治体の 60 歳以上の SNS アプリ

利用者を対象に、オンラインで完結する認

知機能検査へのリクルートを実施した。大

府市では計 32 日間 Web 広告を表示させたが、

受検率低迷の背景には、SNS アプリ利用層は

情報リテラシーが比較的高く、広告の信頼

性を批判的に解釈する可能性が推察される。

受診推奨率が 0％であった点は、SNS アプリ

利用層の受検者が認知機能の正常な群に偏

り、本来のターゲットである早期の認知症

を網羅的に補足できなかったことを示唆し

ている。また、問い合わせ窓口には「スマ

ートフォンを持っていない」、「操作方法

がわからない」といった問い合わせが多く
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寄せられたことから、Web 広告にアクセスで

きる環境やデジタルリテラシーといったデ

ジタルデバイドについて課題が明らかとな

った。一方で、Web 広告型の実施形態は人的

コストが極めて低く、広域展開における有

用性は高いと考えられる。加えてWeb広告は

特定の対象地域、年齢層をターゲットに配

信できるメリットが考えられた。

2．認知機能検査

会場型において検査環境の制約とスタッ

フ確保の負担が主な課題であった。具体的

には、会場の騒音や混雑による待ち時間が

検査結果に影響を及ぼした可能性があるこ

と、また対面サポートを行うスタッフの事

前育成といった負担も挙げられる。また健

康意識の高い層に受診者が偏る傾向があり、

本来の目的である認知症の早期発見の網羅

的な捕捉に課題を残したほか、会場確保や

人員配置に伴う人的コストが大きく、単独

事業としての継続性は低いと考えられる。

自宅で検査を受けるDM型や広報折込型、Web

広告型では、操作性・サポート不足による

途中離脱が発生した可能性がある。実際に

問い合わせの中でスマートフォン操作に関

する問い合わせが最も多かった。

3．受診推奨

検査結果を踏まえ、認知機能低下が疑わ

れた対象者を医療機関へつなげる段階の課

題として、会場型では対面でのスタッフに

よるフォロー効果は高いが人件費といった

コスト面が課題であった。検査後に結果と

ともに受診推奨できるメリットもあるが、

スタッフ配置・会場費など継続コストが大

きいことが課題と言える。DM 型、広報折込

型、Web 広告型では受診への導線が弱いこと、

フォローアップや受診率把握が難しいこと、

検査結果画面を見ても自発的に受診しない

人が多く、医療機関受診へつながりにくい

ことが課題としてあがった。受診推奨対象

者の個別情報を活用してフォローを行うに

は、追加の連絡コストや自治体との連携が

必要と言える。そこで、愛知フィールドで

は、受診推奨者のリストを自治体へ提供し、

自治体でのフォローアップ体制に繋げる取

り組みを行った。

実施結果からは、会場型・DM 型・広報折

込型・Web 広告型それぞれの手法における特

性と課題が明確となり、特に自治体の健診

事業等と組み合わせることが現実的な選択

肢として位置づけられる。一方で、会場へ

来れない方にとっては DM 型などの方法はリ

クルートには有用であるが、途中離脱の要

因把握や医療機関との連携体制の構築とい

った共通課題も浮き彫りとなった。こうし

た状況を踏まえ、施策案の導入に際しては、

自治体の運用体制や地域特性、対象者の属

性に応じた柔軟な設計が求められる。

北海道薬局におけるスクリーニング

令和6年度の郵送調査の結果、受診推奨に

おいて研究スタッフや保健師による"人を介

した介入"の有効性が示唆された。この結果

を踏まえ、令和7年度では受検率および受診

率向上に向けて薬剤師による”人を介した

介入”を北海道薬剤師会と共同し北海道全

域で展開した。

研究実施に先立ち、北海道医師会へ研究

説明を行い、承認を得た。
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参加薬局の募集は、令和 7 年 11 月上旬か

ら 12 月上旬の約 1 ヶ月間にかけて行われ、

北海道薬剤師会が全道の薬局に向けて研究

周知および参加募集を実施した。

その後、12 月 4 日に参加希望薬局に対し

て ZOOM による研究説明会を実施し、研究目

的、sf-FAT の使用方法、最終的な本研究課

題についての説明を実施した。なお当日参

加できなかった薬局には後日研修会資料を

送付した。

12 月 8 日より研究が開始され、来局者へ

のチラシ配布や待ち時間での検査紹介など

を行い、薬剤師または店舗スタッフによる

人を介した受検推奨が行われた。

さらに、複数回来局された方へは検査の

実施状況の声かけを行い、対象者から結果

に関する相談を受けた場合に限り、薬剤師

による結果説明および必要に応じてかかり

つけ医への受診推奨を実施した。

研究終了後、各薬局へのアンケート調査

を実施し、受検者数、受診推奨者数、困難

だった点および対象者の声などを聴取し

た。

171 薬局が本研究への参加を希望し、研究

説明会には約 70 名の関係スタッフが参加し

た。

約4ヶ月間の受検者数は、79名であった。

受診推奨者数は、19 名 (受診推奨率 24.1%)

であった。

薬局における受検率が伸び悩んだ背景に

は、調剤業務を中心とした時間的制約によ

り認知機能検査の提案機会自体が限定され

ること、来局者側の認知機能に対する心理

的抵抗やプライバシー確保などの環境的制

約が重なった可能性がある。これらの要因

により、薬局業務中の人的介入のみでは受

検行動の促進に十分結びつかなかったと考

えられる。

以下では各薬局へのアンケート結果を整

理する。

問：薬局内で患者さんへ認知機能検査を勧

めにくい理由を教えてください。いくつで

も構いません。（例 認知症の疑いがあると

言われたと患者さんが解され、信頼関係が

崩れる可能性がある）

・仮に医師から「認知機能には問題ない」

と言われているにも関わらず、薬剤師から

の受検推奨によって薬局の信頼関係が崩れ

る可能性がある

・薬局の待ち時間が短いケースでは薬局内

での受検は難しい

・投薬時に紹介が必要な場合、受検の時間

を取れないため、自宅での受検推奨になり

実際に受検したかどうかが不明

・ご自身ではしっかりしている気持ちが強

い方が多く、自尊心を傷つける恐れがある

・声の掛け方が非常に難しく、失礼に当た

ると思われるのではないかと危惧した

など

問：薬局などで医療者が患者さんに認知機

能検査を勧めやすくするのに必要なことは

何ですか。（例 国のキャンペーンとして実

施する）

・認知症に関して負のイメージ大きいため、

認知症という病気を知ってもらい、がんと

同様に早期の治療が大事であることを広め

ること

・もっと気軽に受検することでき、個人情

報の入力や操作の複雑さがないこと

・認知機能検査は病気を疑うためのもので
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はなく、日常の健康管理の一環として捉え

ていただけるよう、地域全体での啓発を進

める必要がある

・健康診断や特定健診等の項目の一つとし

て組み込む

など

問：他に本事業にご意見がございましたら

ご記入ください。

・非常に有用な研究だと思いますので、研

究に限らず実際に薬局で使用できるまでに

なって頂ければと思います。

・事業を繰り返すことで認知度も上がると

考えています。機会があればぜひまた行っ

ていただきたい

・このような取り組みは良いねとおっしゃ

った患者さんが1名いらっしゃいましたが、

薬局で患者さんに認知機能検査を勧めるこ

との困難さを実感した

・事業に参加するためには、施設内のマン

パワーも必要だと感じた

など

問：通常業務に加えて本事業を実施するこ

とへの負担感を教えてください（自由回

答）

図 22-4. 薬局通常業務に加えて本事業を実

施することへの負担感

問：本事業を進める中で困った点はどのよ

うなことでしたか？

・テーマが認知症なだけに、勧め方が難し

かった

・受検推奨により、認知症を疑われてい

る？といった反応が返ってきた

・スマートフォンに慣れていない人には操

作が難しい

など

問：認知機能検査を勧めるにあたって工夫

した点はどのようなことでしたか？

・検査が気軽にできることを伝え、ゲーム

みたいなものという表現を使用した

・認知機能という言葉は使わず、チラシに

も記載のある「脳の健康度チェック」とい

う表現にした

・飲み忘れが多い患者さんに優先的に声か

けをした

・本人や家族の安心感にもつながることを

強調した

など

問：薬局において本事業（認知機能検査か

ら受診推奨までを実施）を全国に展開する

となった場合に必要となる事項を教えてく

ださい

・受診までがスムーズにつながる仕組みと、

早期発見のメリットを理解するための広報

活動

・単年度で終わるのではなく、地域を変え

ても継続で行うことが必要

・認知機能検査が病気を疑うためだけのも

のではなく、日常の健康管理の一環として

ご理解いただくための周知活動

・タブレットやWi-Fiなどを貸与することで
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スマートフォンがない高齢者への環境整備

など

問：本事業に対し対象者様からご意見を伺

っていれば教えてください

・検査ができてよかった。安心した

・住所や名前を記載することへの抵抗感が

あった

・操作の仕方がわからない

など

薬局の薬剤師による対面での受検推奨お

よび受診勧奨に関しては、認知機能検査の

紹介の難しさが一貫して示された。特に、

薬局と患者との信頼関係の低下を懸念する

回答が多く、薬剤師および対象者の双方に

おいて、認知機能や認知症に対する心理的

ハードルの高さが示唆された。

また、本研究では個人情報の取得を必須

としたが、対象者からは個人情報入力に対

する不信感を示す意見が多数寄せられた。

このことから、より広範な認知症の早期ス

クリーニングを実施する上では、個人情報

の入力を伴わない実施形式の導入が重要で

あると考えられる。

一方で、本研究の目的や今後の展望につ

いては、薬剤師および対象者の双方から一

定の肯定的な意見も得られた。これらの結

果を踏まえると、認知症の早期発見に向け

た取り組みについては、継続的かつ長期的

に実施していく必要性が示唆される。

大阪フィールド

大阪フィールドでは、令和6年度の調査に

おいて、測定会では Web 版 NCGG-FAT を用い

て認知機能のスクリーニングを行った。対

象者のリクルートは摂津市の 65 歳以上人口

22,018 名を対象として行い、スクリーニン

グ検査の参加者は 284 名であった（参加率

1.29%）。そのうち168名（59.2%）が認知機

能低下と判定された。1 人あたりの検査時間

は 20分から 30分程度であった。基本的に参

加者自身が画面を読んでタブレットを操作

し、検査を進めてもらったが、個別の質問

にはスタッフが対応できる体制をとった。

スクリーニング受検率および医療機関受診

率が低水準にとどまった背景として、事前

予約制による参加負担や会場へのアクセス

の問題に加え、スクリーニング後の受診行

動が十分に喚起されない点が課題として挙

げられた。令和 7年度は、令和 6年度のスク

リーニング検査参加者を対象とし、測定後 1

年が経過した時点での行動変容および医療

機関受診状況を調査した。本稿では主に 12

か月後調査を中心に報告する。

追跡質問票調査の概要

１）調査方法

追跡調査については、3か月後および12か

月後の 2 時点で実施した。12 か月後調査に

ついては、スクリーニング検査参加者のう

ち認知機能低下と判定された168名を対象と

した。調査実施日は、各対象者への対面調

査日から 12 か月後を基準とし、それ以降の

最初の各月 1 日または 15 日と設定し、郵送

法により行った。12 か月後調査の項目のう

ち、医療機関を受診しなかった理由、検査

結果通知後の相談先、検査結果通知後の生

活や心情の変化に関する質問項目に対する

回答の分布をまとめた。

２）調査結果の概要
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認知機能低下と判定された168名のうち、

3か月後調査、12か月後調査に対する返送者

数はそれぞれ 119名、87名であった。3か月

後調査および 12 か月後調査のいずれかに回

答した者は 130 名（3 か月後未回答であった

が 12か月後に新たに回答した者が 11名）で

あった。3 か月後時点で 119 名中 13 名が医

療機関を受診したと回答しており、受診率は

10.3%であった。その後、12 か月後までの追

跡により新たに受診した者を含め、130 名中

16名が受診しており、受診率は12.3%であっ

た。また、医療機関において認知症または

軽度認知障害（MCI）と診断された者は 4 名

（3 か月後調査より 1 名増加）であり、陽性

反応的中度は 3.1%であった。

受診に至らなかった理由は、「自分には

必要ない」（31.5%）が最も多く、次いで

「不安を感じる」「面倒になったから」の

心理的要因が多かった。また、「低下して

いない」「困っていない」といった自己認

識に関する項目を理由とする者も一定割合

で認められた。一方で、「周囲の目」「費

用」「アクセス」などの外的要因は低頻度

であった。

スクリーニング受検後の行動変容につい

ては、回答選択肢のうち「あてはまる／す

でに実施している」および「まああてはま

る」を肯定的回答とすると、「バランスの

良い食事を摂るようになった」（79.3%）、

「定期的な運動を実施するようになった」

（74.4%）、「頭をよく使うことを心がける

ようになった」（70.1%）、「健康が維持で

きるような取り組みをするようになった」

（70.1%）で肯定的回答の割合が高かった。

また、「友人や知人と交流するようになっ

た」（57.4%）、「持病の治療をきちんと受

けるようになった」（57.1%）の各項目で比

較的肯定的な回答が多く得られた。一方で、

「運転免許を自主返納しようと思った」

（29.1%）、「定期的に頭の健康検査を受け

ることにした」（24.4%）「周りの家族や知

人にも検査をすすめた」（18.7%）の各項目

で肯定的回答の割合が低かった。（図 23）

相談行動に関しては、「誰にも相談しな

かった」（36.8%）が最も高く、配偶者

（31.0%）や家族（25.3%）への相談は一定

程度認められたものの、かかりつけ医

（8.0%）や地域の相談窓口（1.1%）へ相談

すると回答した者の割合は低かった。

３）郵送調査結果の考察

大阪フィールドでは、医療機関受診率、

陽性反応的中度はそれぞれ 12.3%、3.1%であ

った。本フィールドにおける調査の総括と

して、医療機関受診率の向上に向けた課題

について考察する。医療機関を受診しない

理由として、本人の受診に対する必要性の

認識が不足していることや受診に対する心

理的障壁の影響が大きい可能性が示唆され

た。また、この結果は、受診行動に至る段

階としての相談行動についても、かかりつ

け医や地域の相談窓口へのアクセスが不十

分であることが考えられた。これらを踏ま

えて、認知機能低下を初期段階で発見でき

ることの意義を広く一般住民に知っていた

だくとともに、スクリーニング受診に対す

る心理的負担の軽減を図るためピアサポー

トなどの地域資源に関する情報提供などを

進めることも有効となる可能性がある。

大阪フィールドの対象者では、スクリー

ニング後に自身の生活習慣および健康管理

の見直しに繋がる者が多く、スクリーニン
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グの受検が間接的にこのような行動変容に

つながるという利益もある可能性が示され

た。

図 23．検査結果通知後の生活や心情の変化

に関する各項目の回答分布（n=87）

兵庫フィールド

前年度、兵庫県たつの市において市民公

開講座の聴講者やいきいき百歳体操に定期

的に参加している 65 歳以上の市民、計 670

名に研究参加への呼びかけを行った。文書

による参加同意を得た201名にスクリーニン

グ検査であるのう KNOW®参加のための二次元

バーコードを配布した。参加者は自宅にて

スマートフォンやタブレット端末で二次元

バーコードを用いてアクセスし、画面上の

指示に従ってのう KNOW®を実施した。実施状

況やその結果を神戸大学の研究者グループ

がモニターし、定期的に市役所に報告した。

令和7年3月末までに101名（受検率15.1%）

が受検した。のう KNOW®の評価指標のうち集

中力スコア、記憶力スコアいずれかがCと判

定された場合に認知機能の低下を疑い受診

を推奨すると取り決め、25 名（受診推奨率

24.8%）がこれに該当した。市役所よりこれ

らの市民に初回は文書により、その後保健

師より電話による受診推奨を行った。具体

的にはかかりつけ医への相談を促し、希望

があれば認知症疾患医療センターへの受診

の呼びかけを行った。令和6年度内の専門病

院への受診数は 0 名（受診率 0.0%）であっ

たが、専門医が対応するもの忘れ相談会へ

の参加希望が 2 名（8.0％）みられた。

今年度は、前年度認知機能の低下が疑わ

れた 25 名のうち、上記の 2 名と市外へ転出

した 1 名を除く 22 名に二次元バーコードを

自宅へ郵送した。その結果3名が実施し、う

ち1名の認知機能の低下が疑われた。しかし

ながら受診相談や認知症疾患医療センター

への受診にはつながっていなかった。

今年度は前述のたつの市に加えて兵庫県

三田市で新たな取り組みを実施した。三田
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市では令和 4 年度よりのう KNOW®による認知

機能のスクリーニング事業を展開してきた

（図 24）。その場での結果をフィードバッ

クし、認知症予防にむけた生活習慣の改善

指導などにつなげてきたが、C 判定者のフォ

ローや医療機関への受診勧奨には至ってい

なかった。

図 24.兵庫フィールドで用いたチラシ

そこで、今年度、市の事業でC判定が出た、

あるいは再度の受験を希望した市民に対して

2回目ののう KNOW®の QR コードを提供し、再

受験の結果、そして複数回C判定が出た市民

に対して受診勧奨を行った（図 25）。

その結果、市の事業の健康チェック会で

120 例中 19名が Cと判定され、2回目の受験

の声かけをしたところ 9 名が希望し、QR コ

ードを配布、うち 4 名が実施し 2 名で再度 C

判定となった。そのうちの1名は受診を拒否

し、もう1名は認知症疾患医療センターへの

受診に繋がり最終的にMCIの診断に至ってい

る。

また 1回目の C判定で物忘れに繋がった市

民が 2名おり、うち 1名は上記同様 MCI への

診断に繋がった。

いずれの方法においても、検査に要する 1

人当たりの費用は、検査1回ごとに発生する

300 円のコストのほか、説明文書や 2 次元バ

ーコードの印刷費用、説明実施場所への交

通費などである。また、フォローアップは

図 25.三田市リベンジ project のフローチャート



68

保健師の日常活動の一環として行われたた

め、特段の追加コストは発生していない。

分析等に係る研究費用は別途必要であるが、

実施費用としては 1人当たり 1,000円程度と

判断した。

前年度の結果から、のう KNOW®の 1 回の結

果では受診勧奨にまで至る説得力が十分で

ないと考え、いずれのフィールドでも2回目

の実施を呼びかけ、前回同様認知機能の低

下が疑われた市民に対して、受診勧奨した。

希望の意志が確認できた方が三田市で約半

数、さらにそのうち実際に2回目のデータの

実施はさらにその半数となっている。前年

度同様、QR コードを渡しただけでは受験に

繋がらない点は課題として残ったが、2 度 C

判定が出た場合には、実際に認知症疾患医

療センターを受診し、MCI の診断に繋げるこ

とができており、本検査の妥当性とともに、

参加者の行動変容を促すための説得力とい

う観点でも意義があるものと考えた。

本システムをより積極的に運用し、MCI の

早期受診勧奨、そして新薬適応者の早期発

見に繋げるためには、何よりもスクリーニ

ング参加者の増加、そして2度目の受験率の

改善が必要である。またより早期の発見を

目指すためにも、2 度目の受験勧奨対象者に

は記憶のB判定も必要となる可能性がある。

本事業は今年度で一旦終了ではあるが、

今後も三田市においては行政の事業として

スクリーニングを続けるとともに、2 度目の

受験を促す“リベンジプロジェクト”につ

いては神戸大学と連携し継続する事が決定

しており、より良いシステムの構築を目指

したい。

鳥取・島根フィールド

令和7年度の調査では鳥取県中部に位置す

る東伯郡北栄町にて調査研究を実施した。

対象者は昨年度と同様、令和 7 年度に 60 歳

以上となるもののうち、介護保険認定、事

業対象者認定を受けていない者とした。こ

れは福祉サービスにつながることができて

いないが認知機能が低下傾向になる、ある

いは将来低下する可能性が高い者の人数を

算出することを目的としている。また、効

率的なリクルート方法、スクリーニング方

法を検討し、認知症、あるいはより早期の

MCI やプレクリニカルな状態を早期に発見で

きる体制の構築を目的として研究を行った。

昨年度は主に郵送（DM）にて対象者全員

に研究にかかる認知機能のスクリーニング

検査を受けられる旨を周知し、会場を設定

して任意の会場に出向いてもらう方法をと

り、研究の後半では地域の公民館等で開か

れるイベント等で検査を行い、参加者を増

やした。今年度も主に DM が媒体となったこ

とは変わらないが、昨年度白黒の文書を印

刷した鏡文を郵送したが文字だけでは興味

を引きにくく、またわかりづらいのではな

いかという反省から、今年はカラーチラシ

にてより分かりやすい案内とし、あらかじ

め決めた会場には QR コードで申し込めるフ

ォームを印字して各会場に何名の受検者が

集まるか、あらかじめ把握できるようにし

た(図 26)。また、昨年に引き続き地元テレ

ビ局や新聞、町内放送といった媒体も使用

したが、昨年字幕放送だったものを研究分

担者の認知症予防に関する番組を収録して

放送してもらい、その中で研究への参加を

お願いする形をとった。また、今年度大き

く変わった点は、ほぼすべての会場で検査

前に研究分担者の講演会を行ったことであ
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る。検査だけではスティグマ等の原因から

参加を忌避する者もいたが、とりあえずは

講演会を聴く、そしてそのあとに行う検査

がどのようなものであるかを講演会の中で

説明することにより、参加者の増加、また

検査受検への意欲の向上がみられた。

スクリーニング検査では物忘れ相談プロ

グラム（MSP）、認知機能のスクリーニング

に特化した嗅覚検査であるニンテスト（嗅

覚機能検査）、MSP の点数が 13 点以下であ

っ た 者 に 対 し て は Touch Panel-type 

Dementia Assessment Scale（TDAS）を実施

した。MSP は 15 点満点で 14 点以上を正常、

13 点以下を認知機能低下の疑いありとし、

そのうち TDAS で 6 点以下かつニンテストが

10 点満点中 9 点以上であった者を正常群、

TDAS で 6 点以下かつニンテストが 8 点以下

であった者を前臨床期認知症疑い群とした。

MSP13 点以下で TDAS が 7 点以上 13 点以下で

あった者は MCI疑い群、MSP13点以下で TDAS

が 14 点以上であった者は認知症疑い群とし、

更に MSP13 点以下だが TDAS が 6 点以下だっ

たものに関してはニンテスト9点以上で正常

群、ニンテスト8点以下で前臨床期認知症疑

い群とした。このうち、MCI 疑い群、認知症

疑い群を受診推奨群にあたるものとしてカ

ウントしたが、実際の受診推奨は実施しな

かった。

リクルート対象者数は、5,235 名であり、

受検者数は 445 名であった。受検率は 8.5％

であり、昨年度の同じ鳥取県の対象地区と

なった琴浦町では 6.9％であったが、1.6 ポ

イントの上昇となった。このうち正常群は

41.8％、MCI、認知症疑い群に該当するもの

は 7.0％であったが、認知機能に問題はない

がそれに先行して低下する可能性のある嗅

覚機能が低下している前臨床期認知症疑い

群は 51.2％と大変多かった。受検者 1 人当

たりに要した費用は 6517 円であった。

以上の結果から、昨年度と同様に認知機

能がスクリーニング検査によって低下して

いると判断されるものはそれほど多くはな

いが、前臨床期認知症疑い群が 50％を超え

ており、このことから嗅覚機能検査のよう

なより簡便なスクリーニング検査を自治体

に導入する必要性が示唆された。また、マ

ンパワーはいるものの講演会とのセットで

会場型で検査を行うことは極めて関心を引

く効果が高く、地域の認知症予防・早期発

見への啓発になり有効であると考察する。

また、費用面に関しては昨年度スクリー

ニングに使う機器を購入したため、今年度

はその初期投資の必要がなく、節約できた

と考える。

島根、鳥取県ともに全国的にも高齢化率

の高い地域であるため、住民の認知症予防

への関心は高いと考えられる。今後の展望

として、このような、地域に出向いて行う

事業を継続していき、認知症の早期発見と

予防対策情報の周知をすることが必要であ

る。今回は倫理審査の関係でできなかった

が、病院への受診勧奨や認知症予防教室へ

のお勧めも対面で検査を行った方が顔の見

える関係ができ有効な可能性がある。ただ

対面での検査が難しいケースにはスマート

フォンなどを用いることが必要と思われる。

今後は、両者の併用を適切に行うことが望

ましいと考える。
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図 26.鳥取フィールドで用いたチラシ

鹿児島フィールド

垂水市、宇検村、大和村の3自治体をフィ

ールドとして実施した。いずれも会場型と

して実施し、各自治体の医師会や基幹病院

等の医療機関には、研究者もしくは市村の

担当者より事前に事業説明を行い、了承を

得た。垂水市においては NCGG-FAT、宇検村

と大和村においては VR による認知機能セル

フチェッカーをスクリーニングツールとし

て用いた。リクルート方法は、垂水市では

市民への郵送案内（市の健康チェックと共

催）の他、Web や広報などで周知して電話、

市の窓口、はがきでの受付を行った。宇検

村および大和村では介護予防事業の参加者

を中心に住民へのチラシ配布と口頭で周知

した（図 27）。

スクリーニングに参加した 65 歳以上の人

数は、垂水市で 535 名、宇検村で 106名、大

和村で 49 名であった。そのうち、受診推奨

対象者は垂水市で 17 名（3.2%）、宇検村で

22 名（20.8%）、大和村で 21 名（42.9%）で

あり、病院受診者（予定含む）は垂水市で 0

名（0.0%）、宇検村で0名（0.0%）、大和村

で0名（0.0%）であった。なお、垂水市では

令和 6年と令和 7年のスクリーニング継続参

加者は413名（継続参加率75.3％）であり、

継続参加者における受診推奨対象者は 11 名

（2.7％）、新規参加者における受診対象者

は 6 名（4.9％）であった。令和 6 年に受診

推奨者となった 29 名のうちで令和 7 年にス

クリーニングに参加した者は 11 名（再受検

率37.9％）であり、2年続けて受診推奨者と

なったのは 5 名（45.5％）であった。

いずれのフィールドでも受診推奨対象者

には、保健師が面談（対面、電話、訪問等）

を行い、生活上の様子や本人・家族の希望

を聴取したうえで、慎重に受診の支援を行

った。垂水市においては、医療機関の受診

には至らなかったものの、地域支援事業や

介護予防事業などの行政支援につながった

ケースが 13 件あった。スクリーニング実施

のための費用は 1 人当たり約 3,000 円前後

（いずれも概算で垂水市 3,037 円/人、宇検

村 3,046円/人、大和村 6,137円/人）であっ

た。

令和6年度では、認知機能スクリーニング

のみを行うフィールドもあったが、令和7年

度はいずれのフィールドでも体力測定など

の身体機能の評価も実施する包括的な健康

チェックの機会として設定し、参加者の認

知機能の低下に対する抵抗感を軽減する対

策を図った。また、垂水市では受診の推奨

だけでなく、行政のサービスの継続によっ

て経過の追跡やさらなる機能低下が疑われ
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る際に早急な支援が可能となるように、地

域支援事業や介護予防事業などを紹介する

取り組みも行い、それらのサービスへの接

続率を算出することができた。

鹿児島フィールドでは、行政の保健師と

密に連携し、受診推奨対象者には対面での

面談や電話による生活状況の把握や本人・

家族の希望を踏まえたうえで、受診支援を

行った。いずれの自治体においても受診推

奨対象者における面談の結果、受診を希望

しないと回答する者が多く、その背景には

生活上での困り事がない、などの声も多数

聞かれた。認知面の機能的なスクリーニン

グの結果に基づく受診による対応のみなら

ず、地域支援事業や介護予防事業などの行

政サービスへの接続によって、心身機能の

維持・向上の機会を促進すると同時に、継

続した行政での支援から経過を把握するこ

とが可能な体制を提供し、医学的な支援が

必要となった際に円滑に接続できるような

環境を構築することも有用であると考えら

れた。

また、依然として参加者からは認知症へ

の不安や認知症に対する強いスティグマも

感じているケースが多く、受診に対する心

理的な障壁が高いのが実状として感じられ

る。早期受診による成功事例や動画などの

活用による早期受診の抵抗を軽減する取り

組みは引き続き必要であると感じられた。

鹿児島フィールドにおける研究事業では、

いずれの自治体においても行政の保健師と

の連携を密に図り、対象者の受診意思や生

活状況を把握したうえで受診推奨を行った。

いずれのフィールドも人口規模は大きくは

なく、保健師が地域の特性や地域住民の思

いなどを把握されており、本人に寄り添っ

た対応が可能であったと考える。一方、想

定よりも多くの対象者が受診推奨対象に該

当する場合、保健師のマンパワーや業務負

担を考慮すると、現実的な対応が困難とな

る状況も懸念されるため、効率性も考慮し

た支援体制が求められる。

図 27.鹿児島フィールド（宇検村）で用い

たチラシ
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巻末図表 1：各実証フィールドの特徴および実証モデル

自治体名 人口(人)
高齢化率

(%)
リクルート方法

スクリーニング

実施方法

スクリーニ

ング検査

精密検査

受診推奨の方

法

費用/人

（円）

北海道フィールド

札幌市 1,955,678 28.8
チラシ (講演会)、

新聞折込

会場型

非会場型
sf-FAT 画面に表示 1,690

当別町 15,113 37.3
広報誌、新聞折込、

ポスター、運動教室

会場型

非会場型
sf-FAT 画面に表示 479

新篠津村 2,730 41.4
広報誌、新聞折

込、ポスター

会場型

非会場型
sf-FAT 画面に表示 1,258

秋田フィールド ＊1

秋田市 293,729 33.4

会場型：DM、既存

事業での声かけ

非会場型：広報

誌、新聞折込、ポ

スター、県公式

HP、DM

会場型

非会場型
sf-FAT 画面に表示

会場型：

11,000

非会場

型：3,000

羽後町 13,036 43.0

大館市 65,492 40.6

大潟村 2,945 33.2

潟上市 31,271 35.7

上小阿仁村 1,869 54.4

小坂町 4,421 45.7

にかほ市 22,075 40.5

八郎潟町 5,176 46.3

三種町 14,170 48.3

横手市 80,777 41.0

鹿角市 27,069 42.5

湯沢市 39,484 43.0

仙北市 22,859 45.3

能代市 47,247 42.3

男鹿市 23,355 50.0

井川町 4,157 44.8

五城目町 7,814 50.2

由利本荘市 70,409 39.4

東京・神奈川フィールド

豊島区 294,644 19.1
HP、ポスター、

声かけ
会場型 PAPLICA 郵送と架電 5,000

品川区 412,786 19.6 ポスター、声かけ 会場型 PAPLICA 郵送と架電 5,000

筑波フィールド

つくば市 259,000 19.2 DM 非会場型 sf-FAT 画面に表示 146

愛知フィールド

刈谷市 152,984 20.8 DM 会場型 NCGG-FAT 郵送 3,362

大府市 93,014 21.6 DM、Web 広告 非会場型
sf-FAT

CQ test®
画面に表示

DM:3,451、

Web 広

告:3,084
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碧南市 72,242 24.1 広報折込 非会場型 sf-FAT 画面に表示 719

阿久比町 28,083 26.7 広報折込 非会場型 sf-FAT 画面に表示 311

兵庫フィールド

たつの市 72,271 32.2 DM 会場型
のう

know®

画面に表示に

基づき説明
1,000

三田市 106,482 30.0
事業・測定会で声

かけ
会場型

のう

know®

画面に表示に

基づき説明
1,000

鳥取・島根フィールド

北栄町 14,127 36.9

チラシ郵送、テレ

ビ放送、サロンへ

の呼びかけ

会場型

MSP、

TDAS、ニン

テスト

-
6,517

鹿児島フィールド

垂水市 12,973 46.4
DM、広報誌

市 HP
会場型 NCGG-FAT

自治体から

声かけ

3,037

（自治体負

担分は含め

ず）

宇検村 1,604 46.4 チラシ 会場型

認知機能

セルフチ

ェッカー

（VR）

自治体から

声かけ

3,046

（自治体負

担分は含め

ず）

大和村 1,384 43.1 事業での声かけ 会場型

認知機能

セルフチ

ェッカー

（VR）

自治体から

声かけ

6,137

（自治体負

担分は含め

ず）
※DM：ダイレクトメール、HP: ホームページ

＊1：秋田フィールドは、秋田県庁よりスクリーニング検査に関する情報がホームページ等で発出されており、秋田大学へ協力要請

のあった自治体へスクリーニング用の二次元コードを配付、自治体が主体となりスクリーニングを実施している。
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巻末図表 2：各実証モデルの結果

自治体

名

対象者

数

受検者

数
受検率

受診

推奨

対象

者数

受診

推奨率

受診推奨

対象者の

うち

追跡調査

返送者数

受診

者数
受診率

認知

症・MCI

診断数

スクリ

ーニン

グ検査

陽性反

応的中

度

R7 年度

スクリー

ニング実

施期間

北海道フィールド

札幌市 23,741 398 1.7% 38 9.5% 5 1 20.0% 0 0.0%
R7.8.1

～

R8.1.7

当別町 5,632 101 1.8% 9 8.9% 2 0 0.0% - -

新篠津村 1,130 20 1.8% 4 20.0% 0 0 - - -

秋田県フィールド *1

秋田市

301,000 515 0.2% 160 31.1% 49 11 22.4% 5 10.2%

R7.8.1

～

R8.1.7

羽後町

大館市

大潟村

潟上市

上小阿仁

村

小坂町

にかほ市

八郎潟町

三種町

横手市

鹿角市

湯沢市

仙北市

能代市

男鹿市

井川町

五城目町

由利本荘

市

東京・神奈川フィールド

豊島区 55,981 69 0.1% 11 15.9% 11 1 9.1% －＊2 － R8.1.2

品川区 80,533 28 0.03% 0 0.0% － － － － － R7.7.11
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筑波フィールド

つくば市 3,228 489 15.1% 47 9.6% 25 4 16.0% 1 4.0%

R7.8.1

～

R8.1.7

愛知フィールド

刈谷市 10,450 1,207 11.6% 18 1.5% - - - - -

R7.8.1

～

R8.1.7

大府市 20,131 1,997 9.9% 194 9.7% 81 7 8.6% 2 2.5%

碧南市 17,402 207 1.2% 21 10.1% 5 0 0.0% - -

阿久比町 7,675 191 2.5% 15 7.9% 3 0 0.0% - -

兵庫フィールド

たつの市 22 3 13.6% 1 33.3% 1 0 0.0% - -
R7.9～

R8.2

三田市 19 4 21.1% 2 50.0% 2 1 50.0% 1 50.0％
R7.9～

R8.2

鳥取・島根フィールド *3

北栄町 5,235 445 8.5% - - - - - - -

R7.12.3

～

R8.3.31

鹿児島フィールド＊4

垂水市 6,099 535 8.8% 17 3.2% 17 0 0.0% - -

R7.5.11

～

R7.11.1

6

宇検村 741 106 14.3% 22 20.8% 22 0 0.0% - -

R7.11.2

6～

R7.12.1

1

大和村 57 49 86.0% 21 42.9% 21 0 0.0% - -

R7.11.7

～

R7.11.2

0
＊1：秋田フィールドは、秋田県庁よりスクリーニング検査に関する情報がホームページ等で発出されており、秋田大学へ協力要請

のあった自治体へスクリーニング用の二次元コードを配付、自治体が主体となりスクリーニングを実施している。

＊2：診断結果については追跡中。

＊3：鳥取フィールドでは受診推奨未実施。

＊4：垂水市では、未受診者に関する情報を地域包括支援センターと共有し、見守りおよびフォローアップを継続している。宇検村

および大和村では、受診以外のフォローアップ状況の詳細は把握できていないものの、通いの場やデイサービス等につながっ

ている事例が確認されている。
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巻末図表 3：受検率向上のための工夫と成果

フィールド R7 年度に実施した工夫 R6 年度

受検率

R7 年度

受検率

北海道  昨年度の実績、検査の重要性を追加した周

知を自治体に行い、受検のサポートを促し

た

 チラシ・ポスターに加えて、講演会や地域

イベント、集団検診、通いの場、運動教室

などの対面の場で実施した

ポ ス タ ー / 新 聞 折

込：0.4%

ポ ス タ ー / 新 聞 折

込:1.8%

ポスター/新聞折込

＋講演会:1.7%

ポスター/新聞折込

＋運動教室:1.8%

秋田  介護保険担当部署と連携し、「介護予防教

室」と併せてスクリーニングを実施するこ

とで参加障壁を低減した

 住民説明会の開催や市民公開講座、広報誌

などでの啓発と告知を行った

1.3% 0.2%

東京・神奈川  R6 年度の東京フィールドでは、主に介護予

防事業参加者を対象としていたが R7 年度は

介護予防事業参加者を主対象としない実施

形態へ変更し、より幅広い層が参加可能な

地域密着型イベントを主軸とした

 実施効率の向上を目的として、同時に複数

名が受検可能な集団実施を中心とした

ダイレクトメール/

事業での声かけ：

85.3%

県庁 HP/広報誌/ポス

ター：0.2%

HP/ポスター/声か

け：0.1%

ポスター/声かけ：

0.03%

筑波  つくばフィールドの参加者は、筑波大学が

独自に実施している「つくばハピネスライ

フ研究」の一次（郵送）調査の対象者とし

た

 ダイレクトメール送付に際しては同研究の

関連研究であることを明示したり、コール

センターを配置し、参加（受検）や問い合

わせに対する精神的障壁を軽減した

未実施 15.1%

愛知  昨年度の実績、検査の重要性、二次元バー

コードの読み取り方法などの情報を追加し

た新たなチラシ・ポスターを作成した

 医師会、薬剤師会、歯科医師会にポスター

掲示を依頼した

 市の公式 LINE や Web 広告でのリクルートを

行った・ 講演会を開催した

ポスター：0.4%

ダイレクトメール：

7.5%

ダイレクトメール：

10.5%

チラシ全戸配布：

1.6%

兵庫  R7 年度の対象者を R6 年度の検査で受診推奨

した人に絞って実施した

15.1% 17.1%

鳥取  モノクロの鏡文からカラーチラシとした

 二次元コードから簡単に参加申し込みがで

きる仕組みとした

 講演会を開催し、昨年度の実績と検査・予

防の重要性を発表した

9.0% 8.5%

鹿児島  保健師による、介護予防教室参加者への直

接的な声かけを行った

 町内会単位による公民館での検査を実施し

た

 フレイル健診として、身体機能、身体組成

測定と並行して実施した

市 HP/新聞：0.8%

ダイレクトメール/

市 HP/広報誌：9.1%

事業での声かけ：

85.6%

チラシ：14.3%

ダイレクトメール/

市 HP/広報誌：8.8%

事業での声かけ：

86.0%
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巻末図表 4：受診率向上のための工夫と成果

フィールド R7 年度に実施した工夫 R6 年度

受診率

R7 年度

受診率

北海道  チラシ・ポスターに加えて、講演会や地域

イベント、運動教室にて対面で実施するこ

とで、受診推奨対象への説明・フォローを

行った

2/31

(6.5%)

1/7

(14.3%)

秋田  会場型では、医師による相談所を開設し、

対面で相談を受けることにより、受診率向

上に努めた

8/110

(7.3%)

11/49

(22.4%)

東京・神奈川  認知機能低下が疑われた者に対して個別架

電を実施

 地域の医療機関情報に加えて地域包括支援

センター等の情報提供を併せて行う

 詐欺等への警戒を踏まえ、事前説明および

郵送による事前通知を行う

5/40

(12.5%)

1/11

(9.1%)

筑波  受診推奨の基準を単一領域の認知機能低下

から多領域の認知機能低下とした・改訂し

た受診推奨画面を活用した

未実施 4/25

(16.0%)

愛知  昨年度の血液バイオマーカーとの関連解析

の結果を踏まえて、受診推奨の基準を MCI単

一型から MCI 複数型に変更した

 sf-FAT の受診推奨画面のデザインを結果が

わかりやすい画面に修正した

 受診先の電話番号を見やすいデザインに修

正した

 sf-FAT に認知症早期発見のための啓発動画

を挿入した

69/942

(7.3%)

7/89

(7.9%)

兵庫  検査を複数回実施した (2 回目も受診推奨レ

ベルであれば保健師等による受診推奨を実

施)

0/25

(0.0%)

1/3

(33.3%)

鹿児島  保健師による受診推奨者全員への生活状況

の聞き取りを実施した

 地域包括支援センターと連携した見守り体

制を構築した

10/86

(11.6%)

0/60

(0.0%)

※鳥取フィールドは受診推奨を実施していないため未掲載

※鹿児島県、垂水市では、未受診者に関する情報を地域包括支援センターと共有し、見守りおよびフォローアップを継続している。

宇検村および大和村では、受診以外のフォローアップ状況の詳細は把握できていないものの、通いの場やデイサービス等につなが

っている事例が確認されている。
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験等の実施に関する基本指針
□   ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と

（指針の名称：                ）
□   ■ □ □

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ
ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）
                                                
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：              ）

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：             ）

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：              ）

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：              ）

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。

            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



令和8年 3月  31日
                                          
厚生労働大臣 殿

                                                                                             
                                国立研究開発法人
                              機関名 国立長寿医療研究センター

                     所属研究機関長 職 名 理事長
                                                                                     
                             氏 名 荒井 秀典         

   次の職員の令和 6 年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管

理については以下のとおりです。

１．研究事業名 認知症政策研究事業                         

２．研究課題名 認知症の早期発見・早期介入実証プロジェクト研究                 

３．研究者名  （所属部署・職名）研究所長                       

   （氏名・フリガナ）櫻井 孝・サクライ タカシ             

４．倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入（※1）

審査済み   審査した機関
未審査（※

2）

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3）

■ □ ■ 国立長寿医療研究センター □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針
□   ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と

（指針の名称：                ）
□   ■ □ □

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）
                                                
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：              ）

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：             ）

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：              ）

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：              ）

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。

            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



令和8年 4月   17日
                                          
厚生労働大臣 殿

                                                                                             
                  
                              
                              機関名 国立研究開発法人

国立長寿医療研究センター
                     所属研究機関長 職 名 理事長
                                                                                     
                             氏 名 荒井 秀典      

   次の職員の令和 6 年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管

理については以下のとおりです。

１．研究事業名 認知症政策研究事業                           

２．研究課題名 認知症の早期発見・早期介入実証プロジェクト研究             

３．研究者名  （所属部署・職名）老年学・社会学研究センター・センター長          

   （氏名・フリガナ）島田 裕之・シマダ ヒロユキ             

４．倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入（※1）

審査済み   審査した機関
未審査（※

2）

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3）

■ □ ■ 国立長寿医療研究センター □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針
□   ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と

（指針の名称：                ）
□   ■ □ □

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）
                                                
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：              ）

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：             ）

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：              ）

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：             ）

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。

            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。
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令和8年 4月 17日
                                          
厚生労働大臣 殿

                                                                                             
                   
                              機関名  国立大学法人鹿児島大学

                     所属研究機関長 職 名  学長
                                                                                     
                             氏 名 井戸 章雄    

   次の職員の令和 6 年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の

管理については以下のとおりです。

１．研究事業名 認知症政策研究事業                             

２．研究課題名 認知症の早期発見・早期介入実証プロジェクト研究               

３．研究者名 （所属部署・職名）学術研究院医歯学域医学系・教授              

（氏名・フリガナ）牧迫 飛雄馬・マキザコ ヒュウマ              

４．倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入（※1）

審査済み   審査した機関
未審査（※

2）

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3）

■ □ ■ 鹿児島大学 □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針
□   ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と

（指針の名称：                ）
□   ■ □ □

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）
                                             
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：             ）

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：            ）

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：             ）

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：             ）

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。

            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



令和8年 4月  20日
                                          
厚生労働大臣 殿

                                                                                             
                                 
                              機関名 秋田大学
                                  

                     所属研究機関長 職 名 学長
                                                                                     
                             氏 名 南谷 佳弘   

   次の職員の令和 6 年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の

管理については以下のとおりです。

１．研究事業名 認知症政策研究事業                            

２．研究課題名 認知症の早期発見・早期介入実証プロジェクト研究              

３．研究者名  （所属部署・職名）高齢者医療先端研究センター 教授            

   （氏名・フリガナ）大田 秀隆・オオタ ヒデタカ               

４．倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入（※1）

審査済み   審査した機関
未審査（※

2）

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3）

■   □ ■ 秋田大学 □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □   ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針
□   ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と

（指針の名称：                ）
□   ■ □ □

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）
                                                
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：              ）

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：             ）

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：              ）

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：              ）

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。

            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



令和８年 4月１７日
                                          
厚生労働大臣 殿

                                                                                             
                   
                              機関名 神戸大学大学院医学系研究科

                     所属研究機関長 職 名 医学系研究科長
                                                                                     
                             氏 名 勝二 郁夫      

   次の職員の令和 6 年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の

管理については以下のとおりです。

１．研究事業名 認知症政策研究事業                            

２．研究課題名 認知症の早期発見・早期介入実証プロジェクト研究              

３．研究者名  （所属部署・職名）保健学研究科 教授                    

   （氏名・フリガナ）古和  久朋・コワ ヒサトモ                

４．倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入（※1）

審査済み   審査した機関
未審査（※

2）

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3）

■ □ ■ 神戸大学保健学倫理委員会 □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針
□   ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と

（指針の名称：               ）
□   ■ □ □

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）
                                                
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：             ）

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：            ）

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：             ）

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：             ）

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。

            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



令和８年１月３１日 
厚生労働大臣  殿                                       
 

                                                                                           
                 
                              機関名 国立研究開発法人 
 医薬基盤・健康・栄養研究所 

 
                      所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                              氏 名  中村 祐輔       

 

   次の職員の令和 6 年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管

理については以下のとおりです。 

１．研究事業名 認知症政策研究事業                                

２．研究課題名 認知症の早期発見・早期介入実証プロジェクト研究                   

３．研究者名  （所属部署・職名）国立健康・栄養研究所 所長付・主任研究員              

    （氏名・フリガナ）小野 玲・オノ レイ                         

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 

医薬基盤・健康・栄養研究所 

国立長寿医療研究センター 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 
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令和8年 4月  13日
                                          
厚生労働大臣 殿

                                                                                             
                   
                              機関名 札幌医科大学

                     所属研究機関長 職 名 学長
                                                                                     
                             氏 名 山下 敏彦      

   次の職員の令和 6 年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の

管理については以下のとおりです。

１．研究事業名 認知症政策研究事業                            

２．研究課題名 認知症の早期発見・早期介入実証プロジェクト研究              

３．研究者名  （所属部署・職名）保健医療学部 理学療法学科 准教授            

   （氏名・フリガナ）井平 光・イヒラ ヒカル                 

４．倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入（※1）

審査済み   審査した機関
未審査（※

2）

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3）

■ □ ■ 札幌医科大学 □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針
□   ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と

（指針の名称：                ）
□   ■ □ □

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）
                                                
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：             ）

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：            ）

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：             ）

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：             ）

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。

            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



令和8年 4月 17日
                                          
厚生労働大臣 殿

                                                                                             
                   
                              機関名 東京都健康長寿医療

センター研究所
                     所属研究機関長 職 名 理事長
                                                                                     
                             氏 名 秋下 雅弘      

   次の職員の令和 6 年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の

管理については以下のとおりです。

１．研究事業名 認知症政策研究事業                            

２．研究課題名 認知症の早期発見・早期介入実証プロジェクト研究              

３．研究者名  （所属部署・職名）東京都健康長寿医療センター研究所・副所長        

   （氏名・フリガナ）藤原 佳典・フジワラ ヨシノリ              

４．倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入（※1）

審査済み   審査した機関
未審査（※

2）

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3）

■ □ ■
東京都健康長寿医療センタ

ー研究所倫理審査委員会
□

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針
□   ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と

（指針の名称：                ）
□   ■ □ □

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）
                                                
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：             ）

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：            ）

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：             ）

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：             ）

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。

            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



令和8年 4月 17日
                                          
厚生労働大臣 殿

                                                                                             
                   
                               機関名 東京都健康長寿医療

センター研究所
                     所属研究機関長 職 名 理事長
                                                                                     
                             氏 名 秋下 雅弘      

   次の職員の令和 6 年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の

管理については以下のとおりです。

１．研究事業名 認知症政策研究事業                            

２．研究課題名 認知症の早期発見・早期介入実証プロジェクト研究              

３．研究者名  （所属部署・職名）社会参加とヘルシーエイジング研究チーム・研究副部長  

   （氏名・フリガナ）鈴木 宏幸・スズキ ヒロユキ             

４．倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入（※1）

審査済み   審査した機関
未審査（※

2）

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3）

■ □ ■
東京都健康長寿医療センタ

ー研究所倫理審査委員会
□

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針
□   ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と

（指針の名称：               ）
□   ■ □ □

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）
                                                
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：             ）

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：            ）

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：             ）

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：            ）

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。

            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



令和７年 ６月 ２日
                                          
厚生労働大臣 殿

                                                                                                 
               
                              機関名  国立研究開発法人
                                 国立長寿医療研究センター

                     所属研究機関長 職 名 理事長
                                                                                     
                             氏 名 荒井 秀典         

   次の職員の令和 6 年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。

１．研究事業名 認知症政策研究事業                               

２．研究課題名 認知症の早期発見・早期介入実証プロジェクト研究                

３．研究者名  （所属部署・職名）老年社会科学研究部 部長                  

      （氏名・フリガナ）斎藤 民・サイトウ タミ                    

４．倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入（※1）

審査済み   審査した機関 未審査（※2）

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3）

☑ □ ☑ 国立長寿医療研究センター
□

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ☑ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針
□   ☑ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と

（指針の名称：                ）
□   ☑ □ □

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェックし一部

若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）
                                                

（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象とする医

学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ）

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ）

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ）

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ）

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。

            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



令和8年 4月 15日
                                          
厚生労働大臣 殿

                                                                                             
                  
                              機関名 国立研究開発法人

   国立長寿医療研究センター
                     所属研究機関長 職 名 理事長
                                                                                     
                             氏 名 荒井 秀典       

   次の職員の令和 6 年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管

理については以下のとおりです。

１．研究事業名 認知症政策研究事業                            

２．研究課題名 認知症の早期発見・早期介入実証プロジェクト研究              

３．研究者名 （所属部署・職名） 老年社会科学研究部・研究員              

   （氏名・フリガナ） 宇田 和晃・ウダ カズアキ                

４．倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入（※1）

審査済み   審査した機関
未審査（※

2）

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3）

■ □ ■ 国立長寿医療研究センター □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針
□   ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と

（指針の名称：                ）
□   ■ □ □

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）
                                                
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：             ）

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：            ）

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：             ）

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：             ）

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。

            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



令和8年 4月  21日
                                          
厚生労働大臣 殿

                                                                                             
                   
                              機関名 国立研究開発法人

国立長寿医療研究センター
                     所属研究機関長 職 名 理事長
                                                                                     
                             氏 名 荒井 秀典      

   次の職員の令和 6 年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の

管理については以下のとおりです。

１．研究事業名 認知症政策研究事業                           

２．研究課題名 認知症の早期発見・早期介入実証プロジェクト研究             

３．研究者名  （所属部署・職名）企画戦略局・リサーチコーディネーター         

   （氏名・フリガナ）進藤 由美・シンドウ ユミ              

４．倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入（※1）

審査済み   審査した機関
未審査（※

2）

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3）

■ □ ■ 国立長寿医療研究センター □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針
□   ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と

（指針の名称：                ）
□   ■ □ □

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）
                                                
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：              ）

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：             ）

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：              ）

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：              ）

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。

            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



令和8年 4月  14日
                                          
厚生労働大臣 殿

                                                                                             
                   
                              機関名 学校法人順天堂 順天堂大学

                     所属研究機関長 職 名 学長
                                                                                     
                             氏 名 代田 浩之       

   次の職員の令和 6 年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の

管理については以下のとおりです。

１．研究事業名 認知症政策研究事業                            

２．研究課題名 認知症の早期発見・早期介入実証プロジェクト研究              

３．研究者名    （所属部署・職名） 医学部 難病の診断と治療研究センター・教授      

      （氏名・フリガナ） 赤澤 智宏・アカザワ チヒロ             

４．倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入（※1）

審査済み   審査した機関
未審査（※

2）

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3）

■ □ ■
学校法人順天堂 順天堂大

学
□

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針
□   ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と

（指針の名称：                ）
□   ■ □ □

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）
                                                
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：             ）

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：            ）

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：             ）

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：             ）

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。

            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



令和8年 4月 7日
                                          
厚生労働大臣 殿

                                                                                             
                                      
                              機関名 国立研究開発法人

国立長寿医療研究センター
                     所属研究機関長 職 名 理事長
                                                                                     
                             氏 名 荒井 秀典      

   次の職員の令和 6 年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の

管理については以下のとおりです。

１．研究事業名 認知症政策研究事業                             

２．研究課題名 認知症の早期発見・早期介入実証プロジェクト研究               

３．研究者名  （所属部署・職名）診断イノベーション研究部 部長              

   （氏名・フリガナ）春日 健作・カスガ ケンサク              

４．倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入（※1）

審査済み   審査した機関
未審査（※

2）

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3）

■ □ ■ 国立長寿医療研究センター □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針
□   ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と

（指針の名称：                ）
□   ■ □ □

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）
                                                
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：             ）

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：            ）

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：             ）

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：             ）

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。

            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



令和8年 4月 21日
                                          
厚生労働大臣 殿

                                                                                             
                  
                              機関名 国立大学法人筑波大学

                     所属研究機関長 職 名 学長
                                                                                     
                             氏 名 永田 恭介       

   次の職員の令和 6 年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の

管理については以下のとおりです。

１．研究事業名 認知症政策研究事業                           

２．研究課題名 認知症の早期発見・早期介入実証プロジェクト研究             

３．研究者名  （所属部署・職名）筑波大学体育系・教授                  

（氏名・フリガナ）大藏倫博・オオクラトモヒロ             

４．倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入（※1）

審査済み   審査した機関
未審査（※

2）

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3）

■ □ ■
筑波大学つくば臨床医学

研究開発機構
□

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針
□   ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と

（指針の名称：                ）
□   ■ □ □

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）
                                              
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：              ）

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：             ）

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：              ）

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：             ）

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。

            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



令和8年 4月 3日
                                          
厚生労働大臣 殿

                                                                                             
                   
                              機関名 国立大学法人大分大学

                     所属研究機関長 職 名 学長
                                                                                     
                             氏 名 北野 正剛     

   次の職員の令和 6 年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の

管理については以下のとおりです。

１．研究事業名 認知症政策研究事業                             

２．研究課題名 認知症の早期発見・早期介入実証プロジェクト研究               

３．研究者名  （所属部署・職名）  大分大学医学部神経内科学講座・特別教授         

（氏名・フリガナ） 松原 悦朗・マツバラ エツロウ              

４．倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入（※1）

審査済み   審査した機関 未審査（※2）

人を対象とする生命科学・医学系研究に関す

る倫理指針（※3）
■ □ ■ 大分大学医学部 □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物

実験等の実施に関する基本指針
□   ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入する

こと

（指針の名称：                ）
□   ■ □ □

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ
ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）
                                                
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：             ）

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：            ）

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：             ）

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：             ）

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。

            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。


